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2転 換期の国際通信

我が国の国際通信は,今 日,大 きな転換期にある。

すなわち,電 気通信制度 の改革に よ り,国 際電気通信分 野では,一 社

独占体制 の終焉 とそれに伴 う競争原理 の導入か ら,新 事業者 の参入の進

行 とい う変革 が もた らされている。

また,国 際通信 のサ ービス需要の面か らは,従 来 の音声やテ レックス

を中心 とした ものか ら,フ ァクシ ミリや データ通信 を中心 とした需要へ

と大 きな変化 をみせてい る。

一方 ,国 際電気通信事業 は,他 の主権国家 との間 で運営 され る協 同事

業であるため,諸 外国の通信政策 と非常 に密接 な関係にあ る。特に,近

年,多 くの西側先進諸国において,電 気通信分野 での自由化政策の検討

がなされ るな ど大 きな変動 がみ られ る。

さらに,我 が 国では,社 会 ・経済活動 の国際化が急激に 進行 し て お

り,国 際通信は,そ の基盤 として不可欠な要 素 となってい る。

ここでは,今 日,内 外の環境変化 の中で大 きく変わろ うとしてい る国

際通信 の現状 と今後の方 向性 について概観する。

2-1開 放 を迎 える国際電気通信

今 日,政 治,社 会,経 済 の国際交流があ らゆる面で進 んでお り,コ ミ

ューケーシ ョン手段 と しての国際通信は我が国に とって不可欠の もの と

なってい る。 国際通信において中心的な役割 を果た している国際電気通
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信 に関 しては,大 きな変革が図 られている。

ここでは,我 が国及び諸外国におけ る国際電気通信に関す る政策 の動

向等 について述べ る。

2-1-1我 が国の国際電気通信分野への新規参入

60年 の電気通信制度の改革に よ り,国 際電気 通信分 野において も従来

のKDD一 社 に よる独 占に終止符 が うたれ,競 争原理 が導入 された。 こ

れは,主 要先進 国においては,米 国及び英国に次 ぐものであ った。

(1)第 一種電気通信事業 分野への参入

60年 の制度改正を受けて,61年 には国際第一種電気通信事業分野への

参入のための企画会社が2社 設立 され,62年11月,日 本国際通信(株)

及び国際デジタル通信(株)が,第 一種電気通信事業 の許可を受けた。

この2社 には,英 国の電気通信事業者 をは じめ外国か らの資本参加も

行 われている。 また,海 底 ケーブル,衛 星地球局等 の電気通信設 備を建

設 して,サ ー ビスを開始すべ く,現 在,準 備が進め られてい る。

62年11月 の許可 に係 る電気通信設備 として,日 本国際通信(株)は,

第3太 平洋横 断 ケーブル等 の海 底 ケーブルの回線を取得 し,イ ソテルサ

ッ ト衛星の通 信回線 の割当てを受 ける こととしている。 また,国 際 デジ

タル通信(株)は,香 港 ・日本 ・韓 国ケーブル の回線を取 得 し,イ ンテ

ルサ ッ ト衛星 の通信回線の割当てを受け るほか ,英 国の ケー ブル ・アン

ド・ワイヤ レス(C&W)社 及び米 国のパ シフ ィック ・テ レコム ・ケーブ

ル(PTC)社 とともに北太平洋横断 ケーブル(NPC)を 新 たに建設する

構想 を有 してい る(H-2-1-1表 参照)。

(2)国 際特別第二種電気通信事業の実現

国際専用回線の使用態様が,国 際通信 の枠組みを定めてい るCCITT

のD1勧 告 に よ り制限 されているため,第 二 種電気 通信事 業者 による国
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新 国際第一種電気通信事業者の概要

謹 日本国際通信㈱

(ITJ)

国際デジタル通信㈱

(IDC)

電気通信役務唖 矧 専用及び電話 専用及び電話

事業開始予定時期
専 用64年4月1日

電 話65年2月1日

専 用64年5月1日

電 話64年10月1日

計画している

電気通信設備の概要

海 底 ケー ブル

日本 ・韓 国間 ケ ー ブル

沖 縄 ・台 湾 間 ケ ー ブル

(OKITAI)

第3太 平 洋横 断 ケ ー ブル

(TPC3)

香 港 ・日本 ・韓 国 ケ ー ブル

(H-J-K)

沖 縄 ケ ー ブル

衛 星 地 球 局

(千 葉,山 口)

交 換 設 備

海底ケーブル

香港 ・日本 ・韓国ケープル
(H-」-K)

北太平洋横断ケーブル
(NPC)(構 想中)

衛星地球局
(千葉,山 口)

交換設備

際通信サ ービスは,国 際電話網,国 際 パケ ッ ト通信網等の公衆網を利用

して提供 され ていた。

しか し,近 年 の社 会,経 済の国際化 に伴 う国際通信の高度化 ・多様化

の要請に こたえてい くためには,公 衆網 の利用者 としてサ ービスを提供

す るのみでは不十分であ り,利 用者,事 業者の双方か ら,国 際通信部分

について も第二種電気通信事業者が構築す ることが求め られていた。 こ

の要請に こたえ,62年6月,電 気通信事業法の一部が改正 され,第 二種

電気通信事業者が条約等 国際約束を遵守す る義務 を有す ることを法律上

明確に し,さ らに,第 一種電気通信事 業者が第二種電気通信事 業者 に対

し契約約款に よらずに回線 を提供する ことを可能にす ることに よ り,D

1勧 告に抵触する ことな く自由に,第 二種電気通信事業者が高度 な国際

情報通信サ ービスを行 うことが可能 とされた。

63年4月 末現在,5社 の第二種電気通信事 業老が米国の通信事業者 と
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皿一2-1-2表 国際特別第二種電気通信事業者の概要

(63年4月 末現在)

事 業 者 名

日本電気㈱

ネ ッ トワー ク情 報 サ ー ビ
ス㈱

国際ヴァン㈱

日本 イ ーエ ヌエ ス ㈱

㈱ 日立 情 報 ネ ッ トワー ク

㈱野村総合研究所

日本情報サービス㈱

三井情報開発㈱

日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム㈱

㈱日本経済新聞社

国際第二種電気通
信役務の種類等

デ ー タ伝 送

(電 子 メー ル)

デ ー タ伝 送

(電 子 メー ル,パ
ケ ッ ト交 換)

デ ー タ伝 送

(電 子 メール,パ
ケ ッ ト交 換)

デ ー タ伝 送

(電 子 メール)

データ伝送

データ伝送

データ伝送

データ伝送

データ伝送

デ ー タ伝 送

(電 子 メ ール)

提供地域

全 国
米 国

全 国
米 国

全 国
米 国

全 国
米 国

全 国米
国

全 国米
国

全 国
米 国

全 国
米 国

全 国
米 国

全 国
米 国

国際第二種電気通信
事業の登録年月日

62.9.29
(62.12,17)

62.9.29

(62.12。17)

62.9.29
(63.2.29)

62.9.29

(63.1。27)

62.9.29

62.10.9

62.10.19

62.10.19

62.10.27

62.10.31
(63.4,1)

(注)登 録年月日欄の()内 は,サ ービス提供開始年月日である。

提 携 して このよ うな国際通信サ ー ビスを開始 してい る

表参照)。

(■-2-1-2

2-1-2電 気通信 に関す る諸外国の動き

電気通信分野への 自由化 の導入やそ の検討は,我 が国に限 らず,諸 外

国においてもみ られ る。特 に,最 近ではISDN時 代を展 望 した電気通信

の役割 と通信網 の在 り方等 が主要 な検討 の対象 とな っている。 同時 に,
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電気通信事業 を戦略的産 業 として位置 づけ,そ の育成 を図 る動 きも著 し

い。

また,電 気通信に関す る各国の制度や政策 は,そ の国の歴史的背景や

特有の環境 の中で形成 され るので,各 国の現状や制度 自体 を個別に分析

す る必要がある。

ここでは,我 が国の主要 な通信相手 国における電気通信政策 の動向に

ついて記述す る。

(1)米 国の動向

ア 概 況

米国の電気通信事業は,当 初か らほぼ一貫 して民間企業に よ り運営 さ

れて きた。

電気通信分 野では,1960年 代 に至 るまで競争 の結果成立 した 自然独 占

が受認 され,AT&T等 に よる寡 占状態が形成 されていた。

電気通信事業は,こ のガ リバー型寡 占の弊害を防止す る 目的で,公 正

な料金での良質なサー ビスの提供及び他の事業者の競争阻害の防止等 を

目的 とした規制 が行われた。

その後,電 気通信 とコンピュータ利用 との融合が進展す る に 伴 い,

FCC(連 邦通信委員会)が 中心 とな って推進 した コン ピュータ調査,司

法省及び裁判所が推進 した反 トラス ト訴訟の帰結 としての修正同意審決

等 によ り,AT&Tの 分割等が行われ,米 国は,公 正かつ有効な競争 を

推進 した国の一つ とな って いる。

イ 主要 な動 き

(1982年 修正同意審決 の見直 し)

司法省がAT&Tに 対 して提起 していた反 トラス ト訴訟 は,1982年 ・

修正同意審決 とい う形で決着 した。

この結 果,AT&Tの 通信事業部 門は,AT&T-C(長 距離通信会社)
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及び22のBOC(ベ ル系電話会社)に 分 割 された。 これ に よ り,従 来,

ベルシステ ムと呼ぽれていた垂直体制 は解体 したが ,AT&Tは,そ の

代償 として分 離子会社 に よる高度サ ービス等へ の進 出が認め られた。

また,BOCは,長 距離通話 の提供,通 信機器 の製造及び情報サ ービ

スの提供が禁 止 され,LATA(LocalAccessandTransportArea)内 の

サ ービスのみ を提供 できるこ ととされた。

その後,1987年 の同意審決の見直 し時 に,司 法省はBOCに 課 した業

務制限措置 の大幅な 緩和 の勧告 を ワシソ トンD.C,連 邦地裁 に 行 った

が,同 地裁 は,勧 告 とは大幅に相違 した内容 の判決 を下 した。

その内容は,非 電気通信事業へ の進 出,情 報サ ー ビスに関す る規制 の

一部緩和 以外 は,BOCに 課 してい る制限 を維持す る とい うものであっ

た。特 に国際通信,長 距離通信へ の進 出につ いては,BOCが 市内通信

分野で独占的支配を維持 してお り,こ の独 占力を背景 に反競争的な行為

を行 うおそれ があるこ とを理 由に,禁 止 を継続す るこ ととされた。

(第3次 コン ピュータ調査裁定)

FCCは,1980年 に採択 した第2次 コ ンピー一タ調査裁定 において,

電気通信サ ー ビスを基本サー ビス と高度サ ー ビスに分類 し,高 度 サービ

ス分野 を非規制化 した。 同時に,AT&T及 びBOCは,そ の分離子会

社 に よって高度サー ビスの提供を認め られ ることとな った。

その後,FCCは,AT&T及 びBOCに 課 していた分離子会社要件に

係 るコス ト等 が両者 の競争力を低下 させている とい う主張 を勘案 し,こ

れに代わ る反競争的行動 の抑 止条件 として,新 たにONA(オ ープ ン ・

ネ ッ トワー ク ・アーキ テ クチ ャー)等 の設定 を 目的 とした 裁定 を 行 っ

た。

これ は,AT&T及 びBOCが 自ら高度サ ー ビスを提供 す る場 合 と他

の高度 サー ビス提供事業 者が両者 の提供す る基本 ネ ッ トワー クへ接続す
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る場合 との接続条件 を平等にするため,高 度 サー ビス提供事業者が基 本

サービス部分を借用す る条件を公開す ることを義務付けた ものであ る。

これに よ り,AT&T及 びBOCは,高 度 サー ビス提供事業者に対 し

て平等 な相互接続 を行 うことを条件 に,直 接,高 度サ ービスを提供する

ことが可能 とな った。

(第2次 コン ピュータ調査裁定 の国際適用)

第2次 コンビ_一 タ調査裁定 の国際適用を検討 して き たFCCは,

1986年5月,以 下の裁定を採択 した。

① 国際公衆通信サー ビスを提供す る高度サー ビス提供事業者に対 して

RPOA(認 め られ た私企業)の 資格を付与す る。

② 海底 ケーブルに空 き容量を所有す る国際通信事業者が高度サ ービス

事業者及び国際通 信サ ー ビス利用者へIRU(破 棄 し得ない使用権)を

譲渡す ることを認 める。

③ デー タ網識別 コー ド(DNIC)の 不足に対処す るため,そ の割当に

共有方式 を採用する。

この ような政策決定 を踏 まえて,米 国は,国 際VANに 関する二国間

協議を進 め,我 が国及び カナダとの間で国際VANの 提供に関す る合意

が成立 し,さ らに現在,英 国 とも協議 を行 っている。

ウ 米国の政策 の特徴

米国におけ る規制 は,支 配的事業者であ るAT&T及 びBOCに 法の

規定に よる規制を課 しているのに対 して,競 争事業者 には,FCCが 規

制権限を留保 しつつ,緩 やかな規制 を課 してい るとい う特徴 がある。

これは,AT&T及 びBOCが,強 大な市場 シェア,あ るいは独 占市場

を有 してい るため,競 争を阻害す ることを予防す るため の措置 である。

(2)英 国の動向

ア 概 況
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英国では,1950年 に電気通信事業 が郵政省に一元化 されて以来,1969

年 に事 業の公社化は行われた ものの,郵 便 と電気通信の一元 的な運営体

制が維 持 されていた。

1979年 以降,英 国 の電気通信分 野では,自 由化 と競争体制 の導入,さ

らには,そ れ に伴 う産業育成 と国際競争 力の強化を 目的 とす る政策が次

々に打ち出 された。特に,英 国電 気通信 公社(BT)の 民営化 とマーキュ

リーの新規参入及び付加価値サ ービスの一般免許 の公布に よ り,英 国の

電気通信の 自由化は大 き く前進 した。

英国の電気通信政策 の特徴 としては,事 業 の実施主体を2社 に限定 し

ていること,市 内,市 外及び国際の全 ての分野 で競争の実現を指向 して

いること,BTと マーキ 凶 リーに対す る規制に差が設け られている こと

な どが挙げ られ る。

イ 主要な動 向

(1981年 英 国電気通信公社法)

1981年,電 気通信 の自由化 を推進す るため,以 下を内容 とす る電気通

信公社法が成 立 し,長 期にわた った電気通信 の一元的運 営体制 は,事 実

上,終 了 した。

① 郵 便事業 と電気通信事業 の分離 によるBTの 設 立

② マーキ ュ リーへ の免許付与

③ 電話応答サ ー ビス,プ ロ トコル変換,ビ デオテ ックス等 のVANサ

ー ビスを自由化 す るための一般免許の公布

④ 公衆網へ接続す る宅 内機器 の段階的な 自由化

(1984年 電気 通信法 の成立)

政府は,自 由化 の一層 の促進 と国家財政の立て直 しを 目的 として,公

社形態 であ るBTの 民営化等 を図 り,1984年 電気通 信法 を公布 した。

そ の主な内容は,BTを 株式会社 とし,政 府 が保有す る株式の51%を
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売却す ること及び電気通信の規制 ・監督機関 として電気通 信庁(OFTE

L)を 設置す ることであ った。

また,法 案の審議 の過程 で政府は,①1990年 までは基本電気通信事業

者を2社 に限定す るこ と,②1989年 までは通信回線の単純再販売を禁止

すること,③ 国際専用 回線 の利用 につ いてはCCITTの 勧告を遵守す る

ことなどの重要 な基本方針 を表明 した。

この法 改正 と基本方針 に よ り,英 国の新 しい制度的枠組 みが作 られ ,

現在に至 っている。

(付加価値 ・デ ータサ ー ビス免許 の動向)

英国政府は,1987年4月,「 付加価値及び データサー ビスに関する ク

ラス免許」を実施 した。

この中で,国 際専用線の単純再販売 は禁止 したが,VAN事 業者が番

号案内サ ービス,付 加価値 サー ビス及 び英国 と他の国の電気通信主管庁

との国際協定 に基づ き,貿 易産 業大 臣が この免許 のために定 めるサ ービ

ス等を提供す ることが認め られた。

(今後 の課題)

今までの自由化 の議論のなかで,現 在の制度 について再検討が約束 さ

れている課題 は,以 下の とお りである。

① 回線の単純再販売禁 止の見直 し

通信回線 の単純再販売 の禁止は,1989年7月 まで とされてお り,そ

の後,制 限 の在 り方 について議論 され る。

②2社 独 占政策 の見直 し

1990年11月 までは,全 国的 な基本通信事業者 をBTと マーキ ュ リー

の2社 に限定す る政策 を取 っている。 この目的 は,BTに 対する有効

な競争を確保す るため,新 規参入のマーキ ュ リーの企業基盤 を確立す

ることにあった。
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今後,マ ーキ ュ リーの経営状況等を勘案 して,政 策 の見直 しが図 ら

れ る。

③BTの 提供す るサ ー ビスに対す る利用者 の不満

OFTELの 年次報告書に よれぽ,BTの サ ービスに対す る苦情が大

幅 に増加 してお り,全 体的 にみて,民 営化後 もそのサー ビスの向上は

行われていない とい う判断を下 され,大 きな課題 とな っている。

④BTに 対す る料 金規制方式 の見直 し

,BTに ついての現行 の料金規制方式 は,1989年7月 まで とされてお

り,OFTELは,そ の規 制方式 の見直 し手続 きを進めてい る。

(3)EC加 盟諸国の動向

ア 全体的動向

国家又は公企業 による独 占を前 提 とす る電気通信事業を営んで きたE

C諸 国は,前 述の英 国以外において も,電 気通信政策 の見直 しの動 きが

顕著 であ る。

EC諸 国につ いて,そ の全体 的な傾 向を概観す る と,電 気通信の基盤

となる設備の構築 と基本サ ー ビスの提供 につ いては,国 の責任分野であ

る との認識 がほぼ各 国共通にみ られ る。

一方 ,体 制面 では,郵 電分離,通 信事業体 の形態(公 社化,民 営化又

はそ の他の 自立性付与)等 について見直 しが行われ ようとしてい る。 ま

た,サ ー ビス提供面 では,専 用線利用 の規制緩和,VANサ ービス提供

の自由化,端 末機器提供 の独 占の縮小等 が進 め られ ている。

この よ うな各国の動 向を うけて,欧 州共 同体委員会(EC委 員会)に

お いて も,「 電気通信サ ー ビス ・機器のための共 同市場 の 発展 に 関する

グリーン ・ペーパ ー」(以 下 「グ リーン ・ペ ーパ ー 」とい う。)が 採択 さ

れた。

イ グ リー ン ・ペ ーパ ー
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(提言の要点)

グリーソ ・ペ ーパ ーでは,rEC域 内における 強 力な電気通信 イ ソフ

ラス トラクチ ャ及び効率的サ ービス発展 のための基本的提案」 として,

サー ビス と端末機器の国境を越えた提供やEC全 域 の技術標準 と規制緩

和 に焦点 を合わせて,概 要,以 下 の内容を提 言 している。

① 電気通信主管庁 と新 しいサー ビス提供者 との間 におけ る実効性のあ

る競争 を確保す るために,電 気通信主管庁 の規制機能 と運営機能の分

離を明定す ること

② 基本サ ー ビス提供 についての電気通信主管庁の独占的権利を容認 す

ること

③EC域 内において,電 話サー ビスを除 く全 ての電気通信サー ビスの

自由な提供を認 めるこ と

④ 全 ての端末機器 について 自由な市場 を創 出す ること

⑤ 全 ての電 気通信主管庁は,国 際電気通信サ ービス提供者 との接続を

認めるこ と

⑥ 競争市場 に とって不可欠な標準な らびに技術仕様 の作成のため,新

しい欧州電気通信標準協会 を設立する こと

⑦ 競争サ ービスに対す る内部相互補助 を防止す るため,電 気 通信主管

庁に よる営利的サ ー ビス,私 企業が提供す るサー ビスについて も厳格

な審査を行 うこと

ウ 今後の課題

グ リーン ・ペーパ ーは,ECに おいて提言の権限 しか与え られ ていな

いEC委 員会 に よって採択 された予備的性格の ものであ り,こ の提言が

直 ちにEC全 体 の電気通信政策 とな るものではない。

今後は,加 盟 各国間の実状 を踏 まえ,加 盟国間の利害を調整 してい く

ことが大 きな課題 とされている。
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(4)西 独の動向

ア 概 況

西 独では憲法 に よ り,郵 便及び電気通信事業は連邦政府の 独 占 と さ

れ,郵 電分野 に関す る立法 は連邦の専管事項で あるこ と,郵 電事業の管

理運営 は連邦 固有 の行政 として ブンデスポス トで行われ るこ とが規定 さ

れている。

ブンデスポス トに よる郵 電事業 の経営上 の特徴 としては,郵 電一体に

よる内部相互補助,公 的独 占に よる公共経済的責務,国 庫補助を排除 し

た独立採算制等が ある。

しか しなが ら,近 年 の急速な技 術革新 の進展,国 際電気通信市場での

世界的な激 しい競争等に よ り,ブ ンデスポス トの経営 の在 り方が競争力

のあ る電気通 信料金 の設定 の阻害,電 気通信市場 の需要抑制,情 報通信

市場 の成長 の阻害等 を引 き起 こしている とい う意見が 出されて きた。

この よ うな状況 に鑑み,政 府は電気通信制度政府諮問委 員会(以 下 「諮

問委 員会」 とい う。)を 設置 し,1987年9月,電 気通信制 度 の改革に関

す る答 申を得た。

郵電 省では,こ の答申を もとに,1988年3月,電 気通信改革草案を発

表 した。

イ 電気通信改革草案の主要 な内容

電気通信改革草案の主要 な柱 は,監 督主体 と経営主体の分離,郵 便事

業 と電気通信事業の分離及 び電気通信市場で の競争の拡大の3点 で あ

る。

(ア)監 督主体 と経営主体 の分離

従来,郵 電大臣が一元的 に負 っていた郵電省におけ る行 政責任 とブン

デスポス トにおけ る経営責任 とを分離す る。

電気 通信事業 の経営組織 体であ るテ レコム等は,経 営の合理性 に基づ



2-1開 放を迎える国際電気通信 一217一

く行動が可能 となるが,予 算及び事業計画は,郵 電大 臣に よる認可を取

得 しなけれぽ ならない。

(イ)ブ ンデスポス トの3事 業体へ の分離

ブンデスポス トを3事 業体に分離す ることに よ り,各 事業の相対的 自

立化を 図 り,ブ ンデスポス トによるイ ンフラス トラクチ ャの供給の維持

と競争市場 への対応能力の強化を図 る(H-2-1-3図 参照)。

五一2-1-3図 ブンデスポストの組織構造案

郵便 ・電気通信大臣

i予 算及び事業計画の認可等

1合同理事到

ドィチェ・プンデスポスト

郵 便 サ ー ビ ス

ドィチェヴンデスポスト

郵便銀行

ドイチェヴ ンデスポスト

テ レ コ ム

理事会 監督委貝会 理事会 監督委員会 理事会 監督委員会

皿一2-1-・4図 西独の新しい電気通信市場の構造案

巨 』:規 制分野

[]

独占サ巨ビス 責務サービス 自由参入サービス

[=]:非 規制分野

③端末機器

販 売
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(ウ)電 気通信市場 での競争の拡大

電気通信市場における独 占と競争 の構造調整を競 争拡大 の方 向で進め

るが,ネ ッ トワー ク,サ ービス,端 末機器 の3分 野において,独 占 と競

争 の関係は異な る形態が選択 され る(H-2-1-4図 参照)。

① ネ ッ トワー クの問題に関 しては,電 気通信イン フラス トラクチ ャに

対す る責任 を維持す るために,テ レコムが独 占的 に設置,運 営す る。

② サ ービスの提供の問題 に関 しては,民 間事業者は,テ レコムか ら回

線 を借 り,電 話サ ービスを除 くあ らゆる種類 の基本サ ー ビス及び付加

価値 サー ビスを提供す る ことがで きる。 また,競 争原理 導入の水準の

違 いに応 じて,独 占サー ビス(電 話サ ービスのみ),責 務サ ー ビス(例

えぽ電報サ ー ビスの ようにテ レコムに提供義務を課 され るが,民 間の

参入 は自由であるサ ー ビス)及 び 自由参入サ ー ビス(届 出等のいか な

る規制 も行われ ないサ ー ビス)の3つ のカテゴ リーに分 け られ る。

③ 端末機器の問題 に関 しては,規 制 のない競争が支配 し,従 来 の本電

話機 の独占 も撤廃 され るが,テ レコムは当面,製 造分野へ は進 出 しな

い。

ウ 今後 の動 向

今後,こ の電気通信改革草案 は,1989年1月 の発効 を 目指 して,関 係

省庁 との調整,各 州 との協議を経て,閣 議決定後,連 邦議会に提出 され

る予定 である。

(5)フ ランスの動向

ア 概 況

フランスの電気通信事業は,郵 電省の独 占下で提供 されて きた。

フ ランスの電気通信サ ー ビスは,1970年 代初め までは先進 諸国に比べ

て,電 話普及率 の低 さ,高 い故 障率等か ら十分ではなか った。

これに対 して政府は,第7次 国家計画(1975～1979年)に おいて,電
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話網 の拡充に重点 をおいて多額 の設備投資 を行い,電 話サ ー ビスは飛躍

的に向上 した。その後 も,ビ デオテ ックス,電 子電話帳,通 信衛星 テ レ

コム1の 開発 ・商用化等を含む テ レマテ ィー ク計画を実施す ると と も

に,電 話網 のデ ィジ タル化を推進 し,電 気通信設備の充実 に力を注 いで

きた。

また,近 年 におけ る我が国,米 国,英 国等に代表 され る電気通信分野

への競争導入等 の動向,国 際電気通信分野での世界的競争 の激化に よる

国際通信料 の値下げの必要性等か ら電気通信政策 の見直 しが進め られ て

い る。

イ 主要な動 向

(通信 の自由に関す る法 律)

1986年,通 信の 自由に関する法律に よ り,電 気通信 と放送 に対する独

立 した規制機関 として,「 コ ミュニケーシ ョソ と自由に関す る 国家委 員

会」(CNCL)が 設立 された。

また,同 法に よ り電気通信競争法を制定 し,電 気通信 自由化 の枠組み

を作 ることとされた。

(電気 通信競争法 の草案 の内容)

郵電省は,1987年9月,電 気通信競争法 の草案を発表 し,CNCLに

諮問 した。

その主な内容 は,以 下 の とお りである。

① 電気 通信サ ー ビスを伝送 され る通信 内容に処理を加えない 「基本電

気通信サ ービス」 と 「その他 のサ ービス」に分 け,前 者 を規制サ ービ

ス とし,後 老 を完全 自由化す る。前者 には電話,テ レックス,パ ケ ッ

ト交換 ・回線交換 データ伝送サ ー ビス及び専用線 を含む。

② 規制 ・監督 ・許 可権限をCNCLに 与え,電 気通信事業 の規制 と運

営を分離す る。
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③ 電気通信総 局は,1992年 末 までに全額 国の出資 になる電気通信国有

会社等へ改組 される。

④ 端末機器の認定,標 準化 の設定は従来 どお り郵電省が行い,独 立機

関を設置 しない。

ウ 今後の動 向

フランスにおける電気通信分 野への競争原理 の導入,電 気通信総局の

経営形 態の変更等 については,現 在,各 方面 で様 々な検討がな されてい

る。

(6)主 要国の電気通信政策 の特徴

世界 の電気通信分野は,自 由化 の大 きな潮流の中にあ るが,各 国の取

る政策 は,そ れぞれの歴史 的な事業運営や制度 の相違 に よ り異な ってい

る。

(基幹通信網等の競争 と独 占)

基幹通信網や基本サー ビスに関す る政策は,我 が国,英 国及び米 国の

よ うに競争を導入す る国 と欧州諸国 のよ うに独 占を維持す る国 とに二分

されている。

また,電 気 通信サー ビスを基本サ ービスと高度サ ー ビスに分類 し,規

制政策 を構築 す る方法 を採用す る国の代表 は米国である。

この方法 は,両 サ ー ビスの境 界の不 明確 さがあ ると同時に,ISDN時

代においては,サ ー ビスに よる分類 が困難 になる とい う限界があ る。

一方 ,わ が国の ように電気 通信回線設備 の所有 と非所有で通信事業 を

分類す る規制政策が あ り,カ ナ ダもこの政策 の採用を表明 してい る。

(地域分割)

我が 国及び英国では,そ れぞれ公社の民営化に際 して,地 域分割 の是

非が論議 されたが,結 局,単 一事業体 のまま民営化 された。一方,米 国

においては,AT&Tの 分割 によ り有効な競争状態 の創出を 目指 した。
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米国 では長距離通信事業者間の公正競争を確保 す る た め,分 割後の

BOCに 対 して,イ コール ・ア クセスを義務付 けた。

これ は,AT&Tの 利用者 とその他 の競争通信事業者の利用者 では,

ダイヤルの桁数が異な っていたため,BOCに 対 して両者の桁数 を同一

とす るよ うに交換機の改造 をi義務付けた ものであ る。

また,MCI等 の新規参 入事業者がBOCに 対 して 支払 う接続料金

は,AT&Tと の相互接続条件が 同等でない とい う理 由で,AT&Tよ り

安 いものとな った。そ の後 のイ コール ・ア クセスの進展 に よ り,AT&T

と新規参入事 業者が支払 う接続料金には,差 がな くな って きてい る。 ま

た,電 話加入者に もア クセ ス ・チ ャージを課 すこ とが決定 された。

一方 ,英 国では,BT・ マーキ 凶 リー間におけ る電話通信網 の相互接

続 問題 について,マ ーキ ュリーか ら一部接続 に関す る制限 の解除につい

ての要望が出 された。 これ に対 して,OFTELは,両 者の網を無条件で

相互接続す るこ と,利 用者 のル ー ト指定 の便宜 を図 るこ と,コ ス トベ ー

スによる接続料金 とす ることなどの裁定 を下 した。

我が国では,NTTが 長距 離 と市 内の両方 のサ ービスを提供するため・

NTTと 新事業者 との間の公正かつ有効 な競争 が 行われ るよう,NTT

と新事業者 との接続 に関す る問題等につ いては,適 切に対処す る必要が

ある。
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2-2国 際化 と国際通信の進展

我が国の投資,貿 易,企 業 の海外進出等 が伸び ているが,こ れ にあわ

せて,国 際通信は,国 際電話等を中心 として58年 頃 か ら大幅 な伸びが続

いてい る。

ここでは,こ れ ら国際通信 と密接 に関係 する投資等 の現況 を概観する

とともに,国 際通信 の動 向,企 業を中心 とす る国際通信 の利用動 向等に

ついて分析 を行 う。

2-2-1国 際化の現況

ここでは,投 資,貿 易,出 入国等 を中心 に,我 が国 の社会,経 済の国

皿一2-2-1図 業種別対外直接投資の推移
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「財政金融統計月報」(大 蔵省)に より作成

(注)1.海 外不動産取得を除く。

2,55年 度 までの不動産業は,そ の他に含窪れている。



2-2国 際化と国際通信の進展 一223一

際化 の現 況につ いて概観する。

(1)投 資

ア 対外直接投資 の増加

企業の海外 での事業活動の増大 に伴い,我 が国 の対外直接投資は,近

年急増 している。

我が国の対外直接投資実績 は,55年 度 までは,50億 ドルに満たなか っ

たものが,61年 度 には,223億2千 万 ドルに達 した。

これを業種別にみ る と,金 融,保 険業や不動産業に対す る投資が近年

急速に伸びてい ることが特徴 となってい る(H-2-2-1図 参照)。

また,州 別にみ る と,北 米の シェアが,50年 度 の27.6%か ら61年 度 に

は46.8%,欧 州 の シェアが,50年 度 の10.2%か ら61年 度 には15.5%と 大

幅に伸び てお り,先 進国に対する投資が特に 目立 っている(H-2-2

亙一2-2-2図 州別対外直接投資の推移
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一2図 参照)
。

イ 対内直接投資等 の動 向

外国投資家 に よる対 内直接投資は,50年 代前半 は年平均2億7千 万 ド

ル程度であ った ものが,50年 代後半 は年平均6億7千 万 ドル以上 に達 し

ている(H-2-2-3図 参照)。

国籍 別にみ る と,61年 度,米 国が4億8,800万 ドル と全体 の51.9%を

占めている。

また,外 国投資家 に よる子会 社 ・合弁会社 の設立及び既存会社への新

規参入の傾 向を社数でみ ると,60年 度 は対前年度比9.9%増 の679社 で,

50年 度 の254社 に比べ ると2.7倍 となってい る。

国籍 別にみ る と,60年 度,米 国が205社 と全体 の30.2%を 占め て い

る。

五一2-2-3図 業 種 別 対 内 直 接 投 資 の 推 移
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五一2-2-4図 州別輸出額の推移

2,000

1,500

1,000

500

億

ド
ル0

50515253545556575859606162

年

「外国貿易概況」(大 蔵省)に より作成
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ア 輸 出

62年 の我 が 国 の輸 出額 は2,292億 ドル で,50年(558億 ドル)の4.1倍

で あ る。

これ を州 別 にみ る と,北 米,ア ジア及 び 欧 州 で全 体 の9割 以 上 を 占め

て い る(11-2-2-4図 参 照)。

イ 輸 入

62年 の 我 が 国 の輸 入額 は,1,495億 ドルに 達 して い る(■-2-2-

5図 参 照)。
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1【-2-2-5図
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人の国際交流 の面で も,日 本人 の渡航や海外赴任,そ して外 国人 の来

日が増加 し,国 際化 が進ん でいる。

ア 日本人の海外渡航

61年 の出国 日本人数は,対 前年比11.5%増 の551万6,193人 であ り,

50年 の2.2倍 とな っている。

この うち8割 以上が観光等を渡 航 目的 としているので,企 業の海外進

出 と密接な関 係が ある と考え られ る海外支店等へ の赴任 とい う渡航 目的

の出国につ いてみ ると,61年 は,5万8,951人 であ った。

この渡航先 を州別にみ ると,ア ジア,北 米及び欧州で大部分 を占めて

い る(H-2-2-6図 参照)。

また,「 海外在留邦人数 調査統計」(外 務省)に よる と,61年 の長期滞

在者数(在 留邦人数か ら永住者数 を除いた もの)は,25万1,545人 であ
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渡航先別出国日本人数(海 外支店等へ赴任)の 推移

1

万
人0

505152535455565758596061
年

「出入国管理統計年報」(法務省)に より作成

り,50年 の1.8倍 とな っている。

これを州別 にみ ると,北 米,欧 州及び大洋州の伸 びが大 きい。

イ 外国人の入国

61年 の入国外 国人数は,202万1,450人 であ り,50年 の2.6倍 であった。

この うち,商 用 目的 の入国外国人数 をみ る と,50年 代後半にな って急

速 に増加 してい る(∬-2-2-7図 参照)。

(4)企 業の現地法人等の設立

企業 の国際進 出の形態 として現地法人の設立や海外支店や工場 の設置

がある。

(現地法人の増加)

通商産業省の調査 に よると,53年 度以降の現地法人数 は増加傾 向にあ

る。業種別 にみ ると,製 造業では,現 地法人数は増加 しているものの,
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1【-2-2-7図 商用目的の入国外国人数の推移
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「出入国管理統計年報」(法 務省)に より作成

その構成比は減少傾 向にあ り,ま た,近 年では,商 業が4割 近 くを占め

てい る(H-2-2-8図 参照)。

さらに,59年 度 の現地法人の州別分布状況 をみ る と,ア ジア(中 近東

を含む。)及 びア メ リカ州(北 米及び中南米)で 全体 の4分 の3を 占 め

ている(11-2-2-9図 参照)。

(支店等 の設置)

我が国の対外直接投資 の うち,支 店,工 場等 の設置等 に係 るものは,

61年 度には,対 前 年度比72.0%増 の5億6,600万 ドルで,50年 度 の4.3

倍 とな ってい る。 これを州別にみ ると,北 米が2億8,900万 ドル で全体

の51.1%を 占めているが,そ のほ とん どは,米 国である。欧州は,1億
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皿一2-2-8図 業種別現地法人数の推移
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6,700万 ドル で あ り,国 別 には,フ ラ ンス,西 独,ス ペ イ ンの順 とな っ

てい る。
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2-2-2国 際通信の利用の推 移

我 が国の国際通信 の利用 は,国 際化 の進展 とともに急増 している。 し

か し,そ の利用傾 向は,国 際化 の進 展の様 々な局面,あ るいは近年の国

際通信サ ービスの多様化,通 信技術の革新等に よ り,通 信相手地域に よ

っても,ま た,通 信 メデ ィアによって も,そ の傾 向は一様 では ない。

ここでは,国 際電話,国 際テ レックス,国 際電 報,国 際郵便につい

て,50年 度以降 の通信量(発 着合計数)の 推移 を分析 し,各 通信 メデ ィ

アの通信相手先別(州 別)動 向と国際化の関係 について述べ る。
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∬-2-2-9図 現地法人の州別分布状況(59年 度)
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「我が国企業の海外事業活動」(通商産業省)に より作成

(1)国 際通信 サー ビスの動向

日本 と海外 の通信量は,全 体的には年々着実 に増加 を続け てい るが,

我 が国 の国際通信の この ような増加は,国 際化 の進展 と密接 な関係を有

するものであ る。加 えて,通 信料金の値下 げ,サ ー ビス対地 の拡張等の

サー ビス内容の改善,通 信設備の拡充 等 も国際通信量増大 の大 きな要 因

である。

(国際通信における中心的な メデ ィアの変遷)

50年 度以降 の国際通信については,電 話 の取扱数(61年 度)は50年 度

の16倍 に増加 し,公 衆 データ伝送の取扱数 も過去3年 間 で約10倍 に急増

している。反面,59年 度 まで増加を続 けたテ レ ックスの取扱数が減少に

転 じ,昭 和40年 代 まで増加傾 向にあ った電報 通数 は,50年 代以降,減 少

が著 しい。

このよ うに40年 代 の電報,50年 代のテ レックス,そ して近年の電話 ・
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国際電気通信料金の値下げ(54年10月 以降)

実施期 日 対 象 業 務 値下げ総額
備 考
(平均値
下げ率)

54.lO. 1陣 騰 用購 10億 円 第i次 値下げ

54.12.1国 際 電 話

国際 テ レ ックス 170億 円(ILO%)

55.7.1 国際電話
国際専用回線 58億 円

55.10.1 国際テレビジョン伝送
国際デーテル 2億円

第2次 値 下 げ

(4.O%)

56.4,1国 際 テ レ ッ クス

国際 専 用 回 線

国際 電 話

第3次 値下げ

89億 円(5.2%)

57.5.1国 際 テ レ ッ クス

国際 電 話 且49億円
第4次 値 下 げ

(8.1%)

59.4,1国 際 テ レ ッ クス

国際 電 話

国際 専 用 回 線

国 際 テ レ ビジ ョン伝 送 124億 円

第5次 値下 げ

(6.7%)

60.4.1国 際 テ レ ック ス

国際 電 話
そ の他

2Q5億 円 第6次 値 下 げ

(9.5%)

61.9.1国 際 テ レ ック ス

国際 電 話

国際 専 用 回 線

276億 円

611226国 際専用回線
(高速符号品目)

第7次 値 下 げ

臆 円(13 .i%)

62.12.31 海事衛星通信
(本邦海岸地球局料)

63.1.1国 際専用回線,国 際公衆データ伝送

海事衛星通信(船 舶地球局設備使用料)

46億 円 第8次 値 下 げ

(22.O%)

KDD資 料により作成
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フ ァクシ ミリとい うよ うに,国 際電気通信 の中 で中心的な メデ ィアの転

換が進 んでい る。

(国際通信サ ービスの利便性 の向上)

国際電気通 信につ いては,電 話,テ レックス,専 用線等 主要 なサー ビ

スにつ いて,54年10月 以来,8回 の料金値下げが行 われてい る(II-2

-2-10表 参照)
。

例 えぽ,米 国あて国際 ダイヤル通話の料 金(3分 間の通話料)を 例に

とると,54年 の3,240円 が現在は1,240円(平 日昼 間料金)に 値下げ さ

れ ている(H-2-2-11図 参 照)。

五一2-2-11図 米国あて国際ダイヤル通話の料金(3分 間)の 推移
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,530円
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・夜割・料金識 響11・230円?

930円 ●
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(60.4.1)

◎

(61.9.1)

1,240円

1,000円

円

54.455,456.457,458,459.460.461.462.4
年 月

KDD資 料 に よ り作 成

(注)()内 は 値 下 げ の 年 月 日 で あ る 。



韮一2-2-12図 国際通信網の発達一昭和63年6月 現在一
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近年,増 加 の著 しい音声級専用回線につ いて も同様 であ り,北 米 向け

の音声 級回線料金(日 本側 のみ)を 例 に とると,50年 には370万 円であ

った ものが70万 円になって いる。 また,ダ イヤル通話 の可能 な対地数 も

50年 の25対 地 か ら156対 地(62年 度末現在)に 増加 している。

これ ら需要 の増大が続 く通信サ ー ビスは,利 便性 の面 で も大幅 に向上

してい ることが分か る。

(国際通信網 の拡充)

国際通信網 につ いては,世 界各国 の協力に よ り,通 信技 術の改善,大

容量通信衛星 の開発,大 容量海底 ケーブルの建設が行われ,通 信網全体

の回線容量は飛躍的 に増大 した(H-2-2-12図 参照)。

これ に よ り,我 が国の対外直通回線数 も50年 度の2,340回 線 か ら62年

度末現在,10,863回 線 に増加 して いる。 また,回 線の大容量化及 びデ ィ

ジ タル化等に よ り,高 速 のデ ィジタル専用回線サ ービス等 の高度 な通信

サー ビスが可能 とな っている。

(2)国 際通 信量 の州別推移

ア 国際電 話

電話取扱数(電 話 回線 を使用 した ファ クシ ミリ通信等 を含む 。)で は,

アジア との通信量 が最 も多 く,61年 度 は6,277万 回(KDD資 料 に よる

推計値。以下 同 じ。),州 別比率は46.8%で あ った。

増加率では欧州,ア メ リカ州が高 く,61年 度 の取扱数は,そ れぞれ

2,280万 回(対50年 度比22.1倍),4,024万 回(同21.2倍)で ある(H

-2-2-13図 参照)
。

さきに述べ た とお り,我 が国の対外直接投 資は,北 米,欧 州 に対す る

投資が,非 製造業 を中心 に大幅に増加 してお り,対 外直接投資 の増加傾

向 と電話 の取扱数 の地域別動 向には類似性がみ られ る。

また,電 話 の取扱数 の州別比率は,ア ジア とア メ リカ州 で76.8%を 占
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】【-2-2-13図 国際電話取扱数の刺別推移
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KDD資 料 に よ る推計 値 に よ り作 成

め,次 い で,欧 州,大 洋州,ア フ リカ の順 で あ る。

これ は,日 本 企 業 の海 外 現 地法 人 の州 別分 布状 況(H-2-2-9図

参 照)と 同 様 の傾 向 とな って お り,国 際化 の進 展 と電話 の通 信量 の増

加 に は,深 い相 関関 係が あ る こ とを示 し て い る(H-2-2-14図 参

照)。

イ 国 際 テ レ ックス

テ レッ クスの取 扱 数 につ い ては,ア ジ ア(1,792万 回),欧 州(1,387

万 回),ア メ リカ州(894万 回)の 順 で 通信 量 が 多 い。

増 加 率 で は,50年 度 か ら59年 度 まで をみ る と,ア ジアの 増加 率 が 最 も

高 く,59年 度 は2,251万 回(対50年 度 比4.7倍)で あ った。 次 いで,欧

州,ア メ リカ州 の順 であ る(H-2-2-15図 参 照)。
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皿一2-2-14図 国際電話取扱数の州別比率(61年 度)
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しか し,59年 度以降は,ア ジア とのテ レックス通 信量 は,大 きく減少

し,電 話の取扱数 の急増 とあいまって,こ の地域で メデ ィアの交替 が著

しく進んでい ることが分か る。 これは,ア ジアの電 話回線 網の充実 が近

年進み,電 話機,フ ァクシ ミリ端末等が増加 してい るためであ る。

ウ 国際電 報

電報 の通数については,ア ジアが最 も多 く,61年 度は60万 通に達 して

いるが,50年 度以降 の電報通数 の州別推移をみ る と,ど の州について も

減少傾 向にあ る。特 に アジアでは大幅 に減少 し,61年 度 の通数は50年 度

の約5分 の1で ある(H-2-2-16図 参照)。

アジアは50年 当時,北 米や欧州 に比べ,公 衆 回線網 の発達が遅れてお

り,日 本 との国際通信においては,電 報へ の依存度が高か った。 電報通

数の減少は,こ こ10年 余 りの間に急速 に公衆回線網が発達 して きた こと
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皿一2-2-15図 国際テレ・γクス取扱数の艸1別推移
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を示 してい る。

工 国際郵便

郵便物数 につ いては,ア メ リカ州 との 郵便が最 も 多 く,7,752万 通

(個)で あ る。次 いで,欧 州,ア ジアの順 となってお り,電 気通信の メ

デ ィア とはやや異 なる傾向を示 している。

増加率では,ア ジアがやや増加 しているものの,全 体的にはほぼ横ば

いであ り,60年 度以降は微減 してい る(n-2-2-17図 参照)。

この ように,国 際通信 において,よ く利用 され る メデ ィアは通信相手

先 によって異な る。 これは,国 際通信 の利用 が,そ れぞれの メデ ィアが

もつ特徴 に左右 される ものであ り,加 えて,通 信相手 との時差や相手 国

における通信端末の普及度等様 々な要因に影響 され るためであ る。
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皿一2-2-16図 国際電報取扱数の州別推移
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2-2-3企 業 の 国 際 通信 の 利 用動 向

我が国の国際通信は,電 話の利用 の約7割 が企業 の利用 に よるもの と

いわれ,フ ァクシ ミリ,テ レックス,専 用回線等 のユーザ ーもほぼ100

%が 企業 であ り,企 業が我が国の国際通信 の利用 の中心 とな っている。

ここでは,郵 政省の調 査(注4)に 基づ き,企 業 の国際通信の利用動 向に

つ いて分析す る。

なお,分 析は,業 種別,専 用 回線設置 の有無,本 邦企業 ・外資系企業

の別に分類 して行 う。

(1)国 際 通信 に対する支 出

ア 総通信費
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国際郵便物数の州別推移

ノへ ＼

505152535455565758596061

年 度

企業の国際通信に対する支 出(61年 度 の総通信費。海外事務所等の通

信費を含む。)に ついては,1社 当た り8,400万 円であった(H-2-2

-18表 参照)
。

(業種別傾 向)

業種別では,製 造業の平均支出は1社 当た り4,400万 円,非 製造業 は

1社 当た り1億6,000万 円であ る。中 でも,商 社を中心 とす る商業等 で

は貿易活動 を中心に国際通信のネ ットワークを積極的に展 開 してい るこ

と,金 融業は近年の金融 の国際化 を反映 していること,機 械製造業は海

外進出が進ん でい ることか ら,高 い水準の支 出 とな っている。

(専用 回線 の有無 に よる傾 向)

専用 回線設置企業 と専用回線 を設置 していない企業(以 下 「非設置企

業」 とい う。)を 比較す ると,専 用回線設置企業の平均支出額 は,非 設
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皿一2-2-18表 国際通信に対する支出(総 通信費) (単位:百 万円)

訳 平 均 支出 合 十
二
一百
合計全体に対
する比率(%)

回答数(社)

全 体1副 ・・18111⑳ ・(%)696

業

種

別

製造業1烈 壌"lj鋤t・Z
_

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

73

18

63

22

12,478

3,960

2,727

826

21.4

6.8

4.7

1.4

172

215

43

37

非製造業 1ω1鴫19・i…1謝

金融業

商業など

147

171

15,987

22,203

27.5

38.1

109

130

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

426

28

41,709

16,472

7正.7

28.3

98

598

本 邦 企 業51,49688.5494

外 資 系 企 業6,68511.5202

郵 政 省 調査 に よ る。 な お,支 出額 は 四 捨 五入 に よ り算 出 した もの で あ る(以 ≠,同 様).

(注)本 項における業種分類

陸 項の業倒 内 容

製

造

業

非

製

造
業

機械製造業

化学等

一般機械
,電 気機械,輸 送機械,精 密機

械

化学,石 油石炭製品,窯 業 ・土砂,鉄 鋼,

非鉄金属,金 属製品,繊 維,紙 ・バルブ,

食料品

その他の製造業 事務用品製造等のその他の製造

建設業 建設

金融業 陣 行・鍬 講 保険

商業等 農林 ・水産,鉱 業,電 力 ・ガス・水道

商業,不 動産業,運 輸業,情 報処理業

通信 ・放送 ・新聞,そ の他のサービス業
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置企業 の約15.2倍 である。 これは,専 用回線設置企業は,恒 常的 に国際

通信量 が多 いこと,そ れは単に専用 回線 の利用 に とどまらず,公 衆網 ま

で含めた総合的な国際通信 ネ ッ トワー クを大 幅に活用 しているこ とを示

している。その中心 を占め るのは,総 合商社,大 手外国為替銀行,総 合

証券,大 手電気機械 メーカ等であ る。 これ ら国際通信の大ユーザ ーであ

る専用 回線設置企業 は,専 用回線をもたない中小 ユーザーに比べて,桁

違 いの通信量を送受 してい ることを示 してい る。

(本邦 ・外資系の別 による傾 向)

本邦企業 と外資系企業を比べ る と,本 邦企業 の平均支 出は1億400万

円であ り,外 資系企業 の約3倍 の支 出とな っている。 これは,本 邦企業

が,自 社 の国際通信 ネ ッ トワー クの中心 とな ってい るのに対 し,外 資系

五一2-2-19表 国際電話に対する支出(単 位:百 万円)

試 平均 支出 合 十
昌
一面
合計全体に対
する比率(%)

回答数(社)

全 体 44 33,809 lOO.0(%) 769

業

種

別

製造業 38 ・・32・1 57.2 513

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

2

5

0

6

rO

2

6

1

10,237

5,664

2,722

702

30,3

16.8

8.1

2.O

非製造業 571 1・4841 42.8

金融業

商業など

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

本邦企業

外資系企業

6

7

FD

5

155

25

∩
V

6

FO

2

6,219

8,265

17,009

16,800

28,742

5,067

18.4

24.4

503

497

85.O

l5.O

196

227

45

45

256

ll2

144

llO

659

575

194

(注)郵 政省調査による。なお,総 通信費と各通信サービスに対する支出は,そ れぞれ

個別に調査 ・集計を行ったため,各 通信サービスの平均値の合計と総通信費の台

計は一致しない。
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企業は本国にネ ッ トワー クの中心があ り,自 身は ネ ッ トワー クの一部で

あ るため,本 邦企業 と比べ ると国際通信 の規模が小 さいか らであ る。

イ 国際電話 に対す る支出

公衆網 に よる電話(電 話回線 を使用 した フ ァクシ ミリ通信等を含む。)

に対す る支出は,1社 当た り4,400万 円であった(■-2-2-19表 参

照)。

(業種別傾 向)

製造業 と非製造業の平 均支 出を比べ る と,総 通信費ほ どの大 きな差は

み られ ない。個別には,機 械製造業,そ の他 の製造業,金 融業,商 業等

が高 い。合計額でみ ると,電 話 につ いては製造業 のウエイ トが高 く,特

に機械製造業は全体 に対 して30.3%を 占めてい る。

ウ 国際テ レックスに対す る支 出

公衆網に よるテ レックスに対す る支出は1社 当た り1,700万 円であ り,

電話 に対す る平均支出の約3分 の1で ある(H-2-2-20表 参照)。

(業種別傾 向)

業種別 では,1社 当た りの支 出については金融業 が高 い。機械製造業

と金融業,商 業等のそれ ぞれ につ いて,電 話 に対す る支 出 とテ レックス

に対す る支出を比べ ると,機 械製造業は,金 融業,商 業等 に比べ,電 話

を よく利用 してお り,金 融業,商 業等 はテ レックスの利用が多い ことが

分か る(H-2-2-21図 参照)。

工 国際公衆 データ伝送に対 す る支 出

公衆データ伝送 に対す る1社 当た りの支 出は600万 円であ った。

(業種別傾 向)

業種別 では,1社 当た りの支 出は機械製造業 と商業等の支 出が高 く,

それ ぞれ900万 円,800万 円であ る(H-2-2-22表 参照)。

(専用回線の設 置の有無 に よる傾向)
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国際テレックスに対する支出(単 位:百 万円)

状 平 均 支出 合 計
合計全体に対
する比率(%) 回答数(社)

全 体 171 lO,976 lOO.O(%) 648

製造業 10 ・9811 36.3 418

業

種

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

4

8

7

2

2,314

1,355

243

99

21.1

12.3

2.2

0.7

171

178

34

35

別

非製造業1・ ・[・9951… 230

金融業

商業など

33

28

3,836

3,159

34.9

28.8

117

113

1 ↑ 「

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

7

■0

7 7,591

3,385

69.2

30.8

99

549

本邦企業

外資系企業

1

4

2 10,226

750

93.2

6.8

479

166

郵政省調査による。

1[-2-2-21図 機械製造業,金 融業,商 業等における電話とテレック

スに対する支出の比率

機械製造業 78.8 21.2

電話(ファクシミリ等を含む)に対する支出

金 融 業 62.9

商 業 等 67,1

/'テ レ ックスに;

/ノ 対する支出i

iiii:鎮農、iii螺………、

一 一〇50 100%

郵政 省調査による。
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皿一2-2-22表 国際公衆データ伝送に対する支出(単 位:百 万円)

支出等

業種等
平 均支 出 合 計 合計全体に対

する比率(%)
回答数(社)

全 体1658511。 ・ ・(%)lI・5

業

種

別

製 鎌1・126gl…152 一

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

9

1

1

8

222

21

2

24

37.9

3.6

0.3

4.2

25

20

4

3

非製造業 6 316 54.0 53

金融業

商業など

2

8

ll6

200

19.8

34.2

29

24

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

4

7

177

408

30.3

69.7

7

8

4

FD

本邦企業

外資系企業

FD

7

338

247

57,8

42.2

7

8

6

3

郵政省調査による。

皿一2-2-23表 国際電報に対する支出 (単位:百 万円)層
試 平 均 支出 合 十

一
嚇一口
合計全体に対
する比率(%) 回答数(社)

全 体 5 790 100,0(%) 172

業

種

別

製 造 業11[12111・ ・11・5

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

1

1

1

2

56

48

6

11

7.1

6.1

0.8

1.3

45

46

8

6

非製造業 10 669 84.7 67

金融業

商業など

16

8

302

367

38.2

46.5

19

48

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

i3

1

606

184

76.7

23.3

46

126

本邦企業

外資系企業

FD

(∠

756

34

95.7

4.3

155

17

郵政省調査による。
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専用回線設置企業 と非設置企業 の1社 当た りの支出を比較す ると,他

の通信サー ビスについては,い ずれ も専用回線設置企業の方が高い支 出

を してい るのに対 し,公 衆デ ータ伝送については,非 設置企業の方 が高

くなっている。 これは,専 用回線設置企業がデータ通信を主 として専用

回線を通 じて行 っているため と考 え られ る。

(本邦 外資系 の別に よる傾向)

本邦企業 と外資系企業 を比較す る と,他 の通信サ ービス と異な り,外

資系企業 の方が高い支出 とな っている。 これは,日 本の外資系企業 の大

半が本国 としている米国で,日 本 よ りパ ソコソ通信が普及 してい るため

である。

ナ 国際電報 に対す る支 出

電報に対す る支出は,1社 当た り500万 円であった(H-2-2-23

五一2-2-24表 国際専用回線に対する支出(単 位:百 万円)

試 平均 支 出 合 計 全体合言十}こ玄寸
する比率(%)

回答数(社〉

全 体 64 6,669 1。…(%)1 104

業

種

別

製造業 町ll副 怨一 刀

機械製造業79

化学など21

その他製造業18

建設業 一

1,340

148

53

一

20.1

2.2

0.8

一

17

7

3

一

非製造業1副 ・1刺 駕1η

金融業

商業など

72

62

2,579

2,549

38.7

38.2

36

41

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

64 6,669 100.Q 104

本邦企業

外資系企業

Q
!

8

8

へ∠

5,495

1,174

82,4

17.6

2

2

6

4

郵政省調査による。
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表参照)。

(業種 別傾 向)

1社 当た りの支 出額を業種別でみ ると,金 融業 と商業等の非製造業が

非常 に高 くなっている。特に,金 融業の支 出は高 いが,こ れは銀行等が

「取引 の決済時 に,フ ァクシ ミリやテ レックスで送 った 内容 を再度,電

報で送 って確実 に してい る。」(金 融業A社),な どの特殊 な使 い方 を し

ているためである。

力 国際専用回線に対す る支 出

専用 回線 に対す る支出の平均 は,1社 当た り6,400万 円であ った(n

-2-2-24表 参照) 。

(業種 別傾 向)

1社 当た りの支出額を業種 別にみ ると,製 造業は5,700万 円,非 製造

業は6,700万 円であった。

これをそれ ぞれ の合計額 の全体 に対す る比率でみ ると,製 造業 は23.1

%,非 製造業 は76.9%で あ り,電 話 に対す る支 出の場合 と逆 転 し て い

る。製造業の利用は,公 衆網に よる通信 にウエ イ トがあ り,非 製造業の

利用は,専 用 回線 に よる通信に ウエイ トが ある といえ よ う。

平均 支出が最 も高 いのは,機 械製造業 の7,900万 円であ り,金 融業,

商業等が続 いている。 しか し,合 計全体 に対す る比率では,金 融業 と商

業がそれぞれ約4割 を占めている。 これは大手外国為替銀行や総合商社

等が,専 用回線に よ り大量 の情報交換を行 ってい るためであ り,こ の2

つの業種が,専 用回線の動 向に大 きな影響を与えているのが分か る。

キ 国際郵便に対 す る支 出

郵便 に対す る支出は,1社 当た り500万 円であった(H-2-2-25

表参照)。

1社 当た り支 出額 を業種別にみ ると,金 融業 と商 業等 が高い支 出を し
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国際郵便に対する支出(単 位 百万円)試 平均 支 出 合 」]量ロ

合計全体と対
する比率(%)

回答数(社)

全 体 5 ・13・1 1・。・・(%)1 570

業

種

別

製造業i・166副2L31376

機械製造業

化学など

その他製造業

建設業

1

2

6

3

136

278

178

76

4.3

8.9

5.7

2.4

148

168

30

30

非製造業 13 2,464 78.7 194

金融業

商業など

13

12

1,292

1,172

41.3

37.4

97

97

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

31

1

2,427

660

78.9

21.1

81

489

本邦企業

外資系企業

6

4
.

2,553

579

81。5

18.5

4i2

158

郵政省調査による。

豆一2-2-26表 ク ー リエ等 に 対 す る 支 出(単 位:百 万 円)

訳 平 均支 出 合 十二曽面
合計全体に対

する比率(%)
回答数(社)

全 体 14 5,576 1…(%)1 397

業

種

別

製造業 7「 1,781 31.9 246

1叢1劃

1

2

F◎

5

非製造業 25

金融業

商業など

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

本邦企業

外資系企業

Q
/

0

1

3

3

3

6

B

4

1,044

237

362

138

3,795

1,401

2,394

4,633

943

5,218

358

18.7

4.3

6.5

2.4

68.1

25.1

43.0

83.1

16.9

93.6

6.4

7

6

4

9

9

9

2

2

151

【∠

Q
!

7

7

74

323

298

99

郵政省調査による。
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てい る。

また,専 用 回線設置企業 の平均支 出額は,非 設置企業 の31.0倍 であ

り,他 の通信 サー ビス よ りも大 きな格差がみ られ る。

ク クー リエ等 に対す る支出

国際宅配便事業者(以 下 「クー リエ」 とい う。)等 に対す る 支 出の平

均は1,400万 円であ り,国際郵便 の約2.8倍 であ った(H-2-2-26表

参照)。

これは,「 クー リエを よく使 うのは,速 くて正確 であ り,到 着 日が分

か ることである。 この ことは,入 札 をす る場合は とて も便利 である。」

(商業A社)な どが理 由 と考え られ る。

(業種別傾 向)

業種別では,金 融業 と商業等が1社 当た りの支出が高い。 また,国 際

郵便 に対す る支出では平均額の低 か った機械製造業 も クー リエに対 して

は高 い支 出を示 している。

(2)国 際通信の地域別利用動向

ここでは,国 際通信 の支 出が高い,機 械製造業,金 融業,商 業等 の3

業種 を中心 として,主 たる通信相 手先であるアジア,北 米,欧 州 との通

信サー ビス別の傾 向を分析す る。 なお,こ こでは電話 とファ ク シ ミ リ

は,そ れぞれ独立 して扱 う。

ア アジア

アジア との企業通信 の利用状況の特徴 は,フ ァクシ ミリに次 いで電話

とテ レックスの利用度(順 位平均 の値)が 高 く,そ れぞれの利用意 向の

高 さが接近 しているこ とで ある(H-2-2-27図 参照)。

テ レックスの利用度が他 の州 と比べ て相対的 に高いのは,ア ジアの電

話回線網が北米や欧州 に比べ まだ充実 していな いためであ る。

また,電 話の利用度が高 いのは,ア ジアが 日本 との時差 が少 な く,よ
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豆一2-2-27図 アジアにおける国際通信の利用度
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(注)

順位平均 とは,各 項目毎に順位に従って重み付けをした合計得点の平均

値であ り,算 出方法は下記のとおりである。なお,順 位平均の値が大き

くなるほど優先度が高 くなる。

(算出方法)

第1位

第2位

第N位

ポ イ ン ト
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(欝 謄 して全てが第1位と回答した場舗 位平均の値)

郵政省調査による。
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り電話が利用 しやす いためであ り,時 差が国際通信の利用形態に大 きな

影響を与え る例である。

業種 別では,機 械製造業は ファクシ ミリ,商 業等は電話,金 融業はテ

レックスの利用意 向が高 く,業 種 に よっては っき り分 かれ ている。

イ 北 米

北米 との国際通信は,フ ァクシ ミリの利用度が非 常に高いのが特徴で

ある(H-2-2-28図 参照)。

これは,「 米国 との通信 では,時 差の関 係で,夕 方 ファクシ ミリで用

件 を送 っておけば,翌 朝 には,先 方 の返事が貰えて効率的に仕事 ができ

1[-2-2-28図 北米における国際通信の利用度
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郵政省調査による。
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る。」(機 械製造業A社)と いった効果的 な通信をす る企業 が増加 してい

るためであ る。

また,北 米 では,テ レックスの利用度が低 いが,こ れは,北 米におい

ては,電 話回線網が充実 してい るため と考え られ る。

業種別では,機 械製造業は,フ ァクシ ミリに次いで,電 話の利用意向

が高 く,金 融業は ファクシ ミリに次 いで,テ レックスの利用 意 向 が 高

い。 また,商 業等は これ らの メデ ィアに加 えて,公 衆 データ伝送 の利用

度が高い。

1[-2-2-29図 欧州における国際通信の利用度
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ウ 欧州

欧州 との国際通 信は,最 もよ く利用 され ている フ ァク シ ミ リに次 い

で,テ レックスの利用意 向が高いのが特徴 で あ る(H-2-2-29図

参照)。

業種別にみ る と,機 械製造 業は ファクシ ミリの利用度 が高 く,商 業等

は,フ ァクシ ミリよ り,テ レックスの利用意 向が高 くな っている。

工 電話 とフ ァクシ ミリの利用度

ここで,電 話 とフ ァクシ ミリのそれぞれ の利用 度を比べ ると,ど の州

について も,電 話 よ りフ ァクシ ミリの利用意 向が高い。過去5年 間 の通

信サ ー ビス別の増加傾向においても,フ ァクシ ミリが6.73(順 位平均の

値)で 最 も高 くな ってお り,次 いで電話(同6.00)の 順 である。

このことは,近 年の電話の取扱数 の増加は,主 として ファクシ ミリ通

信 の増加に よる もので あることを示 している。 これ は,「 過去5年 間で

最 も利用量 が増加 したのは,フ ァクシ ミリである。 それ は,安 いファク

シ ミリ端末 が出回 ってい ることと,フ ァクシ ミリを所有す る企業が増え

ているためである。」(商 業B社)と い うよ うに,フ ァクシ ミリ端末の普

及 によるところが大 きい。 国際通信 におけ るファクシ ミリの利点は,時

差 に影響 されず に利用で き,し か も テ レックス と比べ ても,「 ファクシ

ミリの場合 は,受 け取 った資料をそ のまま送信で きるので便利である。」

(繊維業A社)と い うよ うに,一 般的にテ レタイプに不慣れな 日本人に

とって,日 本語 の資料をそのまま送れ るファクシ ミリの有用性は高い。

また,フ ァクシ ミリは北米,欧 州で利用意 向が高 く,電 話は アジアの

利用が高い。 これは,ア ジアでは,ま だ ファクシ ミリ端末が北米,欧 州

ほ ど普及 してお らず,ま た 日本 との時差 も少ないため,電 話の方が利用

意 向が高い もの と考え られ る。 しか し,「 電話は証拠 が 残 らないので,

緊急 の場合 のみ使 ってい る。通常は フ ァクシ ミリの方がは るかに多 く使
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公衆網による通信の増加理由(社 数)

試 通信サービスの利用方
法が便利になった

情報収集業
務の増加

輸出入業務
の増加

海外事業所
数の増加

全 体 288 265 223 171

業

種

別

製造業 ・・5}173レ85 110

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

82

88

17

18

51

90

14

18

B7

79

16

3

53

38

9

10

非製造業83923861

金融業

商業等

31

52

41

51

9

29

33

28

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

93

942

83

722

22

201

26

145

業種等 堕 販売業務の増加
現地従業員数
の増加

利用 目的の
多様化

金融業務の増加

全 体 157 148 90 72

業

種

別

製造業ll41945618

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

76

47

16

2

39

34

6

15

22

25

6

3

4

12

1

1

非蝿 業16154345・

金融業

商業等

2

14

30

24

16

18

49

5

専用回線設置企業

専用回線非設置企業

16

141

1

7

2

2

「D

5

2

6

5

7

1

亡り

郵政省調査による。
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う。」(機械製造業B社)と い うように,フ ァクシ ミリ端末 の価格の低下,

普及の進展 に伴 って,フ ァクシ ミリの通信量は引 き続 き増大 して い くも

の と考 え られ る。

(3)公 衆網によ る通信 の増加理 由

公衆網 による通信 の増 加理 由 としては,289社 が 「通信 サ ービスの利

用方法 が便利 にな った」を挙げてお り,最 も多い(■-2-2-30表 参

照)。

ダイヤル通話 の対地の拡張や通信料金 の値下げが通信量 の増加 に大 き

な影響 を与 えているのが分 か る。 また,「 社 内 ネ ッ トワー ク と海外が ダ

イヤル通話 で直接つなが るよ うにな り,非 常に便利 にな った。 これに よ

り,通 信量が3倍 くらい増 加 した感 じである。」(機 械製造 業C社)と い

うよ うに,自 社へ の効率的な通信 システムの導入に よ り,国 際通信 の利

便性 を高 めている企業 もみ られる。

次 に多 い増加理由 としては,「 情報収集業務 の増加」が 挙げ られて い

る。 これは非製造業で多 く挙げ られ てお り,金 融業,商 業等 に とって,

国際間の情報交流が特に重要 であるこ とを示 している。

そのほか,「 輸 出入業務 の増加」,「海外事業所数 の増加」 な どが 多 く

挙げ られている。 これ らは,国 際通信の増加 と,企 業の海外進 出等 の国

際化 の進展が密接な関係にあるこ とを示す ものである。

業種別 では,金 融業は 「金融業務 の増加」,「情報収集業務 の増加」に

次いで,「 海外事業所 の増 加」を 多 く挙げ てお り,金 融業 の通信量の増

加が,最 近 の金融業 の国際化 を一因 としてい ることを裏付 けている。

(4)公 衆網 による通信の情報内容

ここでは,企 業が公衆網 による通信に よって送受 してい る情報内容 に

ついて メデ ィア別 に分析す る。

(電話)
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1【-2-2-31表 公衆網による通信の情報内容(社 数)

＼ メディア
へ 　

情報内容 ＼
マーケティング情報

顧客情報

受発注情報

予約発券業務情報

預金融資情報

運行業務情報

運輸取引情報

生産出荷在庫管理情報

経営管理情報

資金管理情報

経理財務情報

人事労務情報

研究開発情報

電 話

7

3

9

7

7

8

8

9

3

9

5

4

2

3

9

6

4

3

2

2

2

7

3

4

8

4

フ ァ ク シ

ミ リ

3

3

4

3

0

2

8

6

3

6

1

6

9

6

2

9

5

0

9

8

8

8

7

0

4

6

3

2

2

1

1

1

1

2

1

1

テ レ ッ ク

ス

9

5

8

6

0

3

2

0

1

0

1

1

0

1

9

7

3

7

6

6

7

4

7

5

2

3

公衆デー
タ伝送

2

0

0

2

6

4

2

9

7

1

9

6

6

電 報

1

郵 便

2

0

3

夏

9

8

2

Q

5

9

7

8

4

7

9

3

1

2

2

3

4

0

7

0

1

1

ク ー リエ

等

8

6

2

4

2

3

6

5

-

7

3

7

4

1

2

1

1

[

1

2

5

3

5

4

1

郵政省調査による。

電話では,マ ーケテ ィング情報(137社)が 最 も多 く,次 いで,顧 客情

報(93社),人 事 労務情報(84社)の 順であ った(■-2-2-31表 参

照)。 顧客情報は機械製造業が多 く,人 事労務情報は金融業 と商業等が

多い。

(フ ァクシ ミリ)

フ ァクシ ミリについても,最 も多いのがマーケテ ィング情報(363社)

であ り,受 発注情報(294社),顧 客情報(223社)の 順で比率が高 くな

っている。受発注情報は,機 械製造業 と商業等に多 く,金 融業は,マ ー

ケテ ィング情報の次 に経理 財務情報を挙げてい る。

(テ レックス)

テ レックスで送受され る情報 では,受 発注情報(178社)が 最 も多 く,

マーケテ ィソグ情報(119社),顧 客情報(95社)の 順 であ る。

テ レックスでの情報 内容は,業 種に より特徴的であ り.機 械製造業は

受発注情報,金 融業は資金管理情報,商 業等は マーケテ ィング情 報をそ
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れそれ第一に挙げている。

(郵便,ク ー リエ等)

郵便,ク ーリエ等については,電 気通信が マーケテ ィング情報,顧 客

情報 の伝達に主 として用い られているのとは,異 なる傾 向を示 し て い

る。

郵便では,人 事労務情報(118社)が 最 も多 く,次 いで研究開発情報

(114社),経 理財務情報(107社)の 順である。 また,ク ー リエ等では,

研究開発情報(114社),経 理財務情報(53社),経 営管理情報(51社)

が多 く,一 般的に分量の多い書類等 による情報に用 いられてい る。

2-2-4企 業の国際進出とネ ッ トワー クの形成

企業の海外取 引の増加や海外進出の進展等に よ り,国 際通信量が増大

す るにつれて,企 業は経済性,技 術的な必要性か ら,そ の通信 の一部を

国際専用回線に よって行 うようになっている。

ここでは,専 用回線に よる通信 の利用動向及び専用回線 に よる企 業の

国際間ネ ッ トワークの構築状況を明らかに し,企 業の海外進出 との関係

について記述す る。

今回,郵 政省の行 った調査においては,120社 か ら404回 線の専用 回線

の設置について回答があった。その内訳は電信級回線205回 線 ,音 声級

回線143回 線,中 ・高速符号回線56回 線であった(H-2-2-32表 参

照)。

業種別にみ ると,製 造業は電信級回線が多 く,非 製造業は,電 信級回

線 と音声級回線がほぼ半 々であ る。非製造業 の中では ,金 融業は音声級

回線 と中 ・高速符号 回線の数が多 く,商 業等は電信級回線が多 くなって

いる。

1社 当た りの回線数は全体では3 .4回 線」であ った。業種別では,金 融
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皿一2-2-32表 国際専用回線の業種別設置状況(回 線数)

電 信 級 音 声 級 中 ・高 速 符 号

全 体 205 143 56
[

業

種

別

製造業1舛139・
脚,・ 噌「 ・

機械製造業

化学等

その他製造業

建設業

35

49

10

一

卿.騨 ρ,・ 卿,帥 騨

20

15

4

一

脚脚 「 胃

6

3

4

一

非製造業111 【04 43

金融業

商業等

25

86

83

2[

33

10

本邦企業

外資系企業

168

37

110

33

3

3

3

2

郵政省調査による。

業が最 も多 く3.8回 線,次 いで,商 業等3.5回 線,機 械製造業2.3回 線

の順である。

(1)専 用回線の地域別設置状況

ア 北米

(設置状況)

北米 の専用 回線設置状況については,音 声級回線 と中 ・高速符号回線

の比率が高 く,こ の両者で全体の71.3%を 占めてい る(H-2-2-33

表参照)。

業種別 では,ど の業種 も音声級回線 の比率 が高いが,機 械製造業 と商

業等は他 の業種 に比べ,電 信級回線の設置が多 い。

また,金 融業 は中 ・高速符号回線の設置が多 く,二 訊一ヨー ク等の特

定地点間 において,大 量の情報交換を行 っていることが分か る。

(通信端末の種類)

専用 回線に接続 されている通信端末 としては,テ レックス端 末(54社)
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皿一2-2-33表 国際専用回線の地域別設置状況 (回線数)

州1ア ジ ア ー地 域i北 米 欧

回 線 種 類 電制 音声級中
・高速酷 縮 声級1中・高麗 綱 音趨 中・高速

酬 剣% 413915 ㎜ 州 ・唱

業

種

別

製造業 回181・128惚 ・ 「361・ 15

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

6

8

3

一

11

5

2

一

4

3

1

一

8

15

5

一

6

4

2

一

1

3

17

18

1

一

3

5

=

1

=
一

非製造業 ・ 陣181B刎1一 σ 悸 14

金融業

商業等

3

9

18

10

13

5

4

9

22

5

7

4

i3

54

35

6

14

一

合 計 101 95 167

本邦企業

外資系企業

23

6

38

8

15

11

30

11

29

10

ll

4

39

14

35

14

7

8

地 域1中 南 米 大 洋 州 中 近 東

回 線 種 類 電信級1音声礁 高酷 瀦 声螺'高 電信瀦 声級殿 高

111■ 一 151・1一 3 1

ア フ リ

カ

電信級

3

製造業 4

業 機械製造業

化学等

その他製造種

建設業

3

1

■ ・レ1一 レ
一1■1

3

4 1

一 【

一1

別
非製造業 レ ト1-・71-21t■ ・

金融業

商業等

4

3 = =
1

7

7

一 =
一

2

1

一 =
一

2

合 計11123!・1・

本邦企業

外資系企業

7

4 = 二
14

i

7

1 =
3

一

1

一 =
3

一

郵政省調査による。
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とファクシ ミリ端末(47社)が 多 く,そ れに加えてパ ソコン端末(16社)

が多いのが特徴である(H-2-2-34表 参照)。

中 ・高速符号回線 の比率の高 さ とあいまって,北 米 との専用回線 によ

る通信は他 の地域 よ り高度化が進んでいることが分か る。

業種別では,電 話 とファクシ ミリを比べ る と,金 融業は電話の比率が

高 く,機 械製造業 と商業等は ファクシ ミリ端末の比率が高い。

イ 欧州

(設置状況)

欧州に対 して設置 されている専用回線 では,音 声級 回線 と電信級回線

がほぼ同 じ比率 であ る。

業種別では,機 械製造業 と商業等は電信級回線の比率が高 く,金 融業

は音声級回線の比率が高い。

(通信端末の種類)

専用 回線に接続 されている通信端末 としては,北 米 と同様,テ レック

ス端末(44社)と フ ァクシ ミリ端末(35社)が 多い。業種別では,機 械

製造業 と商業等でテ レックス端末の比率が高 い。

ウ アジア

(設置状況)

アジアは,電 信級回線の占める比率 が州別では最 も高 く,約6割 を占

めているのが特徴である。

業種別 では,北 米,欧 州 と同様 に商業等 と機械製造業 の電信級回線の

比率が高 く,特 に,商 業等 は設置回線 の9割 が電信級回線 と な っ て い

る。金融業は音声級 回線の比率が高い。

(通信端末の種類)

専用 回線 に接続 されてい る通信端末 としては,テ レックス端末(53社)

の比率が高 い。業種別 では,商 業等,機 械製造業で,テ レックスの比率
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皿一2-2-34表 国際専用回線に接続されている通信端末 (社数)

端 末 北 米 欧 1ーゾ ア ジ ア

難＼ 電話
機
フ ァ ク
シ ミ リ

テ レ ッ

クス 盃二
電話
機
フ ァク

シ ミ リ

テ レ ッ

ク ス

パ ソ

コ ソ
電話機 フ ァ ク

シ ミリ
テ レッ

クス 酵

全 体1・i471541・61251351弱1・1271・ ・153112

業

種

別

製造業1・1・1231・1・1・ 」 ・・1・1・1・11911

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

6

2

1

一

13

4

1

一

14

6

3

一

2

1

=

3

2

1

一

7

3

1

一

9

8

3

一

1

1

=

3

3

1

一

4

4

1

一

9

8

2

一

1

=
一

非製造業 22 29 31 13 19 24 24 5 20 21 34 1L

金融業

商業等

20

2

18

11

16

15

7

6

18

1

16

8

14

10

3

2

19

1

17

4

21

13

9

2

本邦企業

外資系企業

244042921313642225373

77127448355169

郵政省調査による。

が高い。 また,金 融業等に よるパ ソコン端末(9社)の 利用 も多い。

工 地域間比較

以上3地 域に対す る専用回線 の設置状況 とその接続端末 の状況をまと

めると,北 米 と欧州は,音 声級回線の比率が高 く,機 械製造業 は,主 と

して ファクシ ミリ端末を,金 融業は電話機を接続 してい る。 また,北 米

においては,金 融業 と商業等に よ りパ ソコン端末が多 く使用 さ れ て い

る。

アジアは,電 信級 回線の比率が高 く,こ れ には主 として,商 業等に よ

りテ レックス通信に用い られている。

これ らの傾 向は,地 域別 の通 信サー ビス利用動向 と同様 であ り
,そ れ

ぞれ の端末の普及度・業種別の利用動向に よ り影響を受 けている もの と

考えられ る。

(2)専 用回線の増減傾向

過去5年 間の専用回線 の増減傾 向をみる と,増 加が154回 線,減 少が
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■-2-2-35表 国際専用回線数の増減(回 線数)

増減回線数

業種等

電 信 級 音 声 級 中 ・高速符号

増 加 減 少 増 加 減 少 増副 減少
1

全 体 261 7 1。・1 112一 1

業

種

U易

製造業 ・1-221-1・1一

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

5

2

1

一

二

=

15

4

3

一

=

二

4

一

1

一

=

=

非製造業L8178511[16t・

金融業

商業等

7

11

1

6

68

17 =
[0

6

1

一

本邦企業

外資系企業

3

(φ

2 6

工

G

7

9

1

1 3

∩◎ L

地
域
別

北 米

欧 州

ア ジ ア

pO

p
D

■
○

q
)

2

2

2

0

!Q

3

3

3

1

1

4

6 L

郵政省調査による。

9回 線であ った(H-2-2-35表 参照)。

増加回線の うち音声級 回線が約7割 を 占めてお り,減 少回線は主 とし

て電信級回線 である。

地域別では,ア ジア,北 米,欧 州 の順に増加 している。特 に北米につ

いては,中 ・高速符号回線 の増加が顕著であ る。

また,本 邦企業 と外資系企業では,本 邦企業 が音声級 回線の増加が主

であるのに対 し,外 資系企業は中 ・高速符号回線 の増加が顕著である。

(業種別傾 向)

業種別 では,増 加回線の約半数を金融業が 占めている。近年の専用回

線の増加は,金 融業 の国際的 な進 出に よるところが大 きい といえ よう。

次 いで,商 業等(22.1%),機 械製造業(15.6%)の 順であ る。回線種類
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正一2-2-36表 国際専用回線の高速化傾向 (社数)

暴L障 去・年間に高速化・た1過 去・年間に高速化してい・・

全 体56125
1

業

種

別

製鎌lDl鍋

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

15

3

1

一

16

7

1

一

非製造業37101

金融業

商業等

14

23

77

24

本邦企業

外資系企業

48

8

94

31

地
域
別

米

州

アジ

北

欧

ア

4

6

2

1

1

2

7

1

0

3

3

5

郵政省調査による。

別でみ ると,金 融業は音声級 回線の増加傾向が強 く,商 業等 は音声級回

線 と電信級回線の両方が増加 している。

(専用回線の高速化)

過去5年 間に,専 用回線を電信級 回線か ら音 声級回線に変更す るなど

の高速化を行 った企業は56社 であった(H-2-2-36表)。

業種 別では,商 業23社(48.9%),機 械製造業15社(48.4%)に つい

て高速化 の傾 向が強 くな ってい る。機械製造業 では,専 用線所有企業 の

48.4%に 当たる15社 が高速化を行 った としてお り,商 業 も49.0%に 当た

る23社 が高速化 を図 っている。

地域別では,ア ジア22社,欧 州16社,北 米14社 の順に高速化 の傾 向が

強 くなってい る。

以上 のことか ら,比 較的早期に海外進出を展開 していた商業等及び機
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械製造業は,電 信級回線 を主体 とした通信ネ ッ トワー クを構築 していた

が,通 信量 の増加や ファクシ ミリ端末の登場 によ り,近 年は,北 米,欧

州を中心 に音声級回線へ の移行 を進めている といえ よう。

一方 ,こ こ数年,急 速 に海外進 出を進 めてい る金融業は,国 際金融取

引の増加に よ り北米,欧 州 との通信需要が高 ま り,ま た,商 業等 に比べ

て電話に よる通信の必要性が高 いことか ら,北 米,欧 州 に対 して,音 声

級回線に よる通信ネ ッ トワー クの構築 を進めている。

このように,専 用回線に よる通信に関 して も,企 業の国際 化 の 動 向

は,国 際通信の動 向 と密接 に結び付いていることが分か る。

(3)専 用回線 で交換 される情報

専用回線 によって,交 換 される情報内容を通信端末別にみ ると,電 話

機 とファクシ ミリ端末はほぼ同様 の傾 向であ り,主 として,マ ーケテ ィ

ング情報,経 営管理情報,顧 客情報等 の送受に用 いられ ている(H-2

-2-37表 参照)。

皿一2-2-37表 国際専用回線による通信の情報内容
(社数)試 電 話 機

フ ァ ク シ

ミ リ端 末
クツ
末
レ
端

テ

ス

ンコソ
末
パ
端

マーケティング情報14

顧 客 情 報8

受 発 注 情 報5

予約発券業務情報2

預 金融資 情報5

運 行業務 情報2

運 輸取引 情報3

生産出荷在庫管理情報1

経 営管理情 報IO

資 金管理情 報5

経 理 財務情 報5

人 事 労務情 報7

研 究 開発情 報3

25

19

10

6

11

2

3

4

20

15

18

19

6

36

29

35

7

12

20

16

16

16

23

22

17

11

9

9

16

2

9

6

6

9

11

11

21

7

10

郵政省調査による。
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テ レックス端末は,マ ーケテ ィソグ情報 と受発注 情 報 が 多 く・次い

で,顧 客情報,資 金管理 ・経営財務情報 の順であ る。

パ ソコン端末は,経 理財務情報,受 発注情報の送受 に用 い ら れ て い

る。

(4)専 用回線 による通信の増 加理 由

専用回線に よる通信 の増 加理由 につ いて は,「 コソピー一タ間通信や

オ ンライソ業務 の増加」が最 も多 く,次 いで,「 情 報収集業務 の増加」,

「金融業務の増加」,「独 自ネ ッ トワークの構築のため」 の順 である(II

-2-2-38表 参照)。

業種別では,機 械製造業 と商業等は 「コソピェー タ間通信や オ ソライ

ソ業務の増加」 が挙げ られてお り,こ れは 「専用回線に よ り,オ ソライ

ンで生産管理情報を送 ってい る。 また,現 地 で設計 してか ら日本で,リ

アルタイムで シ ミュレーシ ョンを行 うことも可能にな った。」(機 械製造

業B社)と い うような高度な通信 の利用形態が増加 している た め で あ

る。

公衆網通信の増加理 由 と比べ る と,専 用回線に よる通 信では 「オンラ

イソ業務 の増加」 と 「独 自ネッ トワー クの構築のため」が多 く挙げ られ

ているのが特徴 である。

(5)専 用回線による国際 間ネ ッ トワー クの構築

ア ネ ッ トワークの拠点

企業は国際通信を行 うにあた り,通 信量 の少ない時点 では,公 衆網通

信を利用す る。そ して,特 定地点への通信量が増加 して くると,専 用回

線を設定す る。 さらに,多 地点間 との通信量が増加す るに伴 い,複 数の

専用回線 による国際間の自社 ネ ッ トワー クを構築す るに至 る。

ここでは,ま ず,日 本か らの専用 回線 が集中 してい る国 と設置企業 と

の関係を分析す る。
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国際専用回線による通信の増加理由

一265-

(社 数)

理 由

業種等一オンライン業務の増加
情報収集業務
の増加

金融業務の増
加

独 自ネ ッ トワー
ク構 築 のた め

業

種

別

製造業 15
」

10

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

1

2

2

1
FD

OQ

2

7

4

3

非製造業 22 21 23 16

金融業

商業等

《
V

6

7

4

23 2

4
忍

累 輸出入業務の
増加

販売業務の増
加

現地従業員数
の増加

国際物流業務の
増加

全 体 21 11 9 8

業

種

別

製造業1・1831・

機械製造業

化学等

その他製造

建設業

10

1

】

一

5

3

=

2

1

=

5

1

=

非継 業9361・

金融業

商業等

3

6

一

3

6

一

一

2

郵政省調査による。

(州 別傾 向)

ア メ リカ州 に つ い ては,圧 倒 的 に米 国(88回 線)に 集 中 してい る(第

3-2-39表 参 照)。 次 い で,カ ナ ダ(5回 線),ブ ラ ジル(5回 線)の

順 で あ る。

欧 州 につ いて は,英 国(48回 線),西 独(15回 線),ス イ ス(9回 線)
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五一2-2-39表 主要国に対する国際専用回線設置状況

(回線数)

状 米 国 英 国 西 独 香 港
シ ン ガ ポ

ー ノレ 韓 国

全 体 88 48 15 58 36 20
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造
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41 26
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【0

4

2

2

16
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8

8

0

3

2

0

ノ◎

3 ノQ

4

郵政省調査による。

の順であ り,フ ランスは2回 線 と少 な くな っている。

アジアについては香港が最 も多 く,58回 線 である。次いで,シ ンガポ

ール(36回 線),韓 国(20回 線) ,台 湾(12回 線)の 順であ り,イ ソ ドネ

シア,中 国,フ ィ リピンがそれぞれ9回 線であ った。

それぞれの州の経済的な拠点が通信 ネ ッ トワー クの拠 点 とな っている

のが分か る。

(業種別傾向)

業種別では,機 械製造業は,米 国,香 港へ の集中度 が高 く,金 融 業

は,米 国,香 港 に加えて,英 国 との専用回線が多 い。 また,商 業等は,

米国を中心 としなが らも,専 用回線 を多地点 に拡散 させて いるのが分か

る。 この傾 向は,そ れぞれ の業種 の海外進出動 向 とほぼ一致 する。

(本邦 ・外資系 の別に よる傾 向)

本邦企業 の相手国 としては,米 国,英 国,香 港 の順であ り,外 資系企
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業は,米 国,香 港 に集中 している。外資系企業 で米国,香 港 が 多 い の

は,専 用回線設置企業に この両国を本国 とする外資系企業が多 いことに

よるもの と考え られ る。

イ ネ ッ トワークの型態

今回の調査において,複 数 の専用回線に よるネ ッ トワー クを構築 して

いると回答 した企業は57社 に及んでいる(H-2-2-40表 参照)。

これ らの企業のネ ッ トワー クを大 きく類別すると,東 京を中心に,世

界主要都市を放射状 に結ぶ放射状 ネ ットワー クと,ロ ン ドンー ニュー ヨ

ークー東京を3角 形 に結ぶ3角 形 ネ ッ トワー クに区分 され る
。

(放射状 ネ ットワー ク)

放射状 ネ ットワークは,主 として総合商社,大 手機械製造業等 によ り

構築 されている(II-2-2-41図 参照)。

この型態は,ロ ン ドン,ニ ュー ヨークの他に,香 港 と結んでいるもの

が多い。 香港 と接続 している理 由は,香 港が アジアにおける国際的な通

皿一2-2-40表 国際間ネットワークの構築状況(社 数)試
製

造

業

非

製

造

業

械

械

械

鋼

機

機

機

気

送

密

電

輸

精

鉄

銀 行

証 券

商 業

運 輸

新 聞

その他サービス

蘇 射 状
不 ッ ト ワ ー ク

3

2

1

1

2

1

3

4

1

4

3角 形

不 ン トワ ー ク

4
.

2

0

6

3

合 計 32 25

(注)業 種は構築状況を明らかにするため,細 分化した。

郵政省調査による。
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1-2-2-41図 専用回線による国際ネットークの形態(概 念図)
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信拠点 とな っているか らである。

この型態は,東 京に大量 の情報 をよ り集積 させる ことを第1の 目的 と

しているものであ り,専 用回線 ネ ットワークの基本的 な型態 と い え よ

う。回線 の種類 としては,電 信級 回線を主 とした ものが多 く,現 在,音

声級回線や中 ・高速符号 回線へ高速化が進め られている。

(3角 形ネ ッ トワー ク)

3角 形 ネ ットワークは主 として大手都市銀行 ・証券会社等の金融業に

ょり構築 され,金 融の国際化に伴 い,最 近急速にそ の数 をふや している

(H-2-2-41図 参 照)。

この型態のネ ッ トワー クが主 として,金 融業に よって構築 され る理 由

は,① 東京,ロ ン ドン.ニ ューヨー クが"世 界3大 金融都市"と 呼ばれ,

世界経済 の中心 とな っていること,② この3地 点は時差を考える と,ほ

ぼ24時 間を フルに利用 して1つ の都市か ら他 の2都 市へ金融情報を送る

ことが可能であ り,ま た,「 夕方になる と,公 衆回線では ロン ドソや一

部の地域がつなが りに くくなるので,常 に回線を使いたいために,専 用

回線を設置 した。」(金 融業B社)と い うように,必 要な時 に,即 座に情

報の送受をす ることが求 められる金融業に とって,専 用回線に よるネ ッ

トワー クが最 も適 していること,③ 金融業 にとって,情 報は非常 に重要

であ り,ネ ットワークに対 し高い信頼性を求めている。 つま り,3角 形

ネ ットワークにすれば,1か 所 の回線が不通 にな っても,逆 方向か ら迂

回 してバ ックア ップで きるか らである。

三角形 のネ ッ トワー クは,音 声級回線 ・中高速符号回線によ り主 とし

て構築 されてい るものが多い。

このよ うに,国 際間ネ ッ トワー クは,そ れぞれの業種の通信形態 に左

右 され るものであ り,今 後 の国際通信の高度化に よって,さ らに様 々な

型態 のネ ッ トワー クの登場が予想 され る。
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(6)企 業の専用回線 による通信 と公衆網 による通信

ここでは,国 際通信 の大ユーザ ーであ る金融業 と商業等 につ いて,こ

れまで分析 してきた企業の専用 回線に よる通信 の利用動向 と,先 にみた

公衆網 による通信の利用動向を対比 させ,そ の特徴について述べ る。

ア 金融業の国際通信

(専用回線による通信)

近年,北 米,欧 州等へ の海外進 出が著 しい金融業は,国 際通信におい

ても高い支出を してお り,特 に専用回線 に対す る支出が高 い。

金融業 の設置す る専用回線は,ど の地域 に対 して も,音 声級回線及び

中 ・高速符号回線が多 く,電 話機 とファクシ ミリ端末 に よ り通信を行っ

てい る。 また,パ ソコン端末の設置が多 いのも特徴 である。

これは,金 融業の国際通信が大量の情報を特定地点 と集中 して送受す

る性質 のものであ ることを示 して いる。 この場合 の特定地点 とは,世 界

的な経済拠点である,東 京,ロ ン ドン,ニ ューヨー ク,香 港等であ り,

これ らの拠点を効率的に結 ぶネ ッ トワー クとして,3角 形 ネ ッ トワーク

が多数構築 されている。

また,過 去5年 間の音声級及び中 ・高速符号回線の増加 は,主 と し

て,こ こ数年の金融の国際化に ともない,金 融業 の専用回線ネ ットワー

クでの利用増加 による ものである ことが分か る。

これは,企 業活動が国際通信の動 向に影響 を与 えた顕著 な例 といえ よ

う。

(公衆網による通信)

公衆網による通信 においては,他 の業種 に比べ,テ レックス と電報の

利用が多い。 これは,専 用 回線 で行われ る電話 とファ クシ ミリの通信を

補 うものであると同時に,テ レックス,電 報が,金 融業界 においては決

済時 に正式書類 とみ なされ ること,あ るいは追確認 と して利用 されてい
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るためである。

イ 商業等

(専用 回線 による通信)

商業等 は,金 融業 に次 ぐ国際専用回線の大ユーザ ーであ り,金 融業に

比べ多地点 に分散 して海外進 出 しているとい う特徴を有 している。

また,商 業等は,金 融業 と異な り,電 信級 回線の比率が高 くな ってお

り,特 にアジアに関 しては顕著である。通信端末は,テ レックス端末が

主であ り,こ の ことは,商 業等の国際通信が金融業 と比べ,少 ない量 の

情報を多地点 と送受す る性質 のものであることを示 している。

しか し,専 用回線 の高速化 の傾 向は,他 の業種 に比べ最 も高 く,国 際

間の情報量が増加す るに伴 い,今 後,ネ ットワークの性質が変化 してい

くことが予想 される。

(公衆網に よる通信)

公衆網に よる通信では,電 話又はファクシ ミリに対す る支出が高 く,

特に電話 については,ア ジア,北 米において利用度が高 い。 これは,商

業等の情報内容が場合に よっては,記 録性 よりも,そ の場におけ る情報

交換に ウエイ トがおかれるものであることを示 してい る。

ウ 企業の海外進 出 と国際通信

これ まで述べて きた とお り,近 年の我が国の国際通信量の急激な増加

は,企 業の海外活動の活発化 と密接な関係を有 している。 また,通 信量

の地域別推移 について も,そ の地域に進出する企業の通信形態,情 報 内

容によって,大 き く左右 される。

国際通信の動向は,企 業活動以外に も,海 外旅行者 の動向,個 人 ユー

ザーの利用意 向に よって左右 され,ま た,通 信相手先におけ る通信端末

の普及状況,技 術水準,通 信回線網の発達状況,時 差等様々な要因によ

って影響 を受け るものである。
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しか し,企 業 の利用動向がそ の中で も,大 きな要因 とな っていること

は,こ れ までの分析か らも明 らかである。

我が国の国際通信を考 える場合,こ の企業 の利用動向を踏 ま え た 上

で,技 術的な対応や通信回線網の拡充 を行 ってい くことが必要 といえよ

う。
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2-3国 際通信の発展 を目指 して

我が国におけ る国際通信は,こ れ までに詳述の とお り,企 業活動の海

外におけ る積極的な展 開 とあい まって,急 速に発展 している。

ここでは,今 後 の国際通信の利用意向を概 観するとともに,国 際電気

通信の制度的 な変革の中で,電 気通信事業に対す る期待等,今 後 の国際

通信に望 まれ る方 向性 について概観す る。

2-3-1国 際通信の高度化 ・多様化に向けて

(1)国 際通信需要の動向

ア 増加す る国際通信の利用

国際電気通信 の代表的な メデ ィアである国際電話について,料 金 の段

階的引下げ率(10%,20%及 び30%)に 伴 う利用意向の変化 についてみ

る。

10%の 料金の引下げ率に よ り,国 際電話 の利用が 増加する(「 非常に

増加する」及び 「やや増加する」 と答えた企業 の合計)と 回答 した企業

は,410社(38.3%)で ある。同様 に,20%の 引下 げ率の場合は,549社

(58.5%),30%の 引下げ率 の場合 は,620社(66.0%)に 達 し て い る

(H-2-3-1図 参照)。

今後,新 事業者が事業を開始す ることに よる競争市場の現出等に伴 っ

て,国 際電気通信料金は,一 層の低減化が予想 されることか ら,国 際電

話をは じめ とす る国際電気通信の需要は,今 後 とも確実に増加するもの

と思われ る。

イ 通信量 の増加が予想 され る地域

(全体 的な傾 向)
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1【-2-3-1図 料金引下げに伴う国際電話利用の意向の変化
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10%値 下げ

郵政省調査による。

20%値 下 げ 30%値 下 げ

通信量が最 も増加す ると考 えられている地域は,北 米(457社)で あ

り,次 いでアジア(265社),欧 州(146社)と なっている(H-2-3

-2表 参照)
。

これは,全 企業の97.0%が これ ら地域 との間で通信量が最 も増加す る

と考 えている ことを表 している。

この傾 向は,過 去5年 間 の地域別 の通信量 の増加順位 と同様であ り,

我が国の国際通信需要が この3地 域へ集中す る度合 を強め てい ることが

分 かる(H-2-3-3図 参照)。

(業種別の傾向)
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1【-2-3-2表 通信量が最も増加する地域(回 答数)
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郵政省調査による。

製造業,非 製造業別にみ ても,そ の順位 は全体的な傾向と 変 わ ら な

い。 しか しなが ら,製 造業ではアジア(195社)の 割合が高 く,特 に,

建設業及びその他 の製造業ではアジアが最 も高 くなっている。

また,非 製造業の うち,金 融業では,欧 州(30社)が アジア(28社)

よりも多 くな ってい る。

ウ 通信量 の増加が予想 される国

(全体的 な傾向)

通信量の増加が予想 され る国をみ ると,全 企業 では,米 国(598社)

が最 も高 く,次 いで 英国(270社),西 独(223社)の 欧州諸国 となって

いる(H-2-3-4表 参照)。

続いて高 い国は,韓 国(195社),台 湾(184社),香 港(185社),シ ン

ガポール(147社)と,我 が国 と経済的な結び付 きの強いアジァNICS
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五一2-3-3図 過去5年 間の通信量の伸び(州 別)
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郵政省調査による。

諸国 とな っている。

(業種別の傾向)

業種別にみ ると,米 国に対 しては,ど の業種 も増加を予想す る企業が

多い。

製造業の特微 としては,韓 国(148社),台 湾(148社)が 多 くなって

い る。

また,非 製造業の うち,金 融業 についてみる と,英 国(92社),香 港

(70社),シ ンガポール(31社)が 多 く,こ れ らの都市が有力な金融拠点

であると同時 に,我 が国か らみた場合 の通信拠 点 となってい ることが分

か る。
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五一2-3-4表 通信量が最も増加する国(回 答数)
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(2)通 信量増加への対応

(全体的な動 向)

国際間 の通信量 の増加に対応す るため,各 企業が講 じると予想 してい

る手段についてみ る。

全企業では,公 衆サー ビスの活用(54.8%),端 末機器の高度化 ・多様

化(35.0%),専 用線の新増設(21.8%)の 順 にな ってお り,公 衆通信

五一2-3-5図 通信量増加への対処
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サー ビスを有効的に利用 して対応 しよ うとす る意向が分か る(H-2-

3-5図 参照)。

(専用線設置企業の動向)

専用線設置企業に限 ってみ ると,専 用線 の高速化(66.1%),専 用線 の

新増設(44.9%)で 対応す ると回答 し た 企業が多数 に上 っている。 ま

た,端 末機器の高度化 ・多様化(49.2%)も 公衆サ ービスの活用(22.9

%)を 大幅 に上回 っている。 これは,専 用線設置企業では,既 に専用線

や端末機器 を利用 して構築 している自社 のネ ッ トワークの活用 に より,

国際通信需要の増大 に対応 していこ うとしているためである。

(3)専 用線の新増設 に対する意向

(対象 国)

企業が専用線の新増設先 として考えている国についてみ ると,全 企業

では,米 国(74.6%),英 国(33.2%),香 港(20.2%)の 順 となってい

る。

業種別 にみ ると,金 融業 では,米 国(67.3%),英 国(61.5%),香 港

(44.2%)と 順位 は同 じであるが,英 国,香 港 の割合 が高 く,こ れ らの

市場が金融業に とって有益 な情報を集積 していることが分かる。

∬-2-3-6図 回線種類別奪用線新増設可能性

電信級 音声級 中速符号品目 高速符号品目

全 企 業 62社 139社 35社 134社

専用線設置企業 20社 61社116社1 103社

専用線非設置企業 42社 78社 19社 31社

0

郵政省調査による。
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(回線種類別 の意向)

今後の専用線 の新 ・増設可能性 を回線 の種類別 にみ る と,全 企業 では

音声級(37.6%),高 速符号品 目(36.2%)の 比率が高 くなっている。

また,専 用線設置企業 は,高 速符号 品 目の比率(51.5%)が 高 く,既

存 の専用線 の高速化の意 向が分か る(H-2-3-6図 参照)。

(地域別 回線種類 の意 向)

互一2-3-7図 専用線化の可能なメディア
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北米,欧 州では,全 地域 と比 して,高 速符号品 目の 比 率 が 高 く,逆

に,音 声級の比率が低 くなっている。 アジアでは高速符号品 目の比率が

先の2地 域に比べ て低 くな ってい るのに対 して,音 声級(47.4%)が 高

くな っている。 特に,専 用線非設置企業で音声級(53.6%)と 電信級

(35.7%)の 比率が非常に高 くなっている。

(4)専 用線の利用意向

今後,通 信量が増大 していった場 合,専 用線 の利用 に切 り替え る可能

性のあるサ ー ビスについてみ る。

全企業 では,フ ァクシ ミリ(72.3%),電 話(50.4%),テ レックス

(20.1%)の 順に高 くなっている(H-2-3-7図 参照)。

金融業 では,テ レックスの専用線化 の可能性比率が37.0%と 高 くなっ

ている。 これは,前 述 の とお りテ レックスが全体的には使用量が減少傾

向にあるのに対 して,金 融業においては,使 用量が増加 しているメデ ィ

アであ り,重 要度が高 いためである。 テ レックスは対顧客用の決済 ・指

示書 ・報告書 の送付,資 金管理情報の交換,デ ィー リング関係等に使用

されてお り,特 に顧客へ の報告書では,正 式書類 とみ なされる とい う利

点がある。

(5)専 用線設置の回線選考度

(回線選考 の傾向)

専用線を設置す る場合,衛 星回線 と海底ケーブル(こ の場合は,大 容

量化され,高 速符号品 目等 のサ ービスが可能であることを前提 としてい

る。)の どちらの回線を選択す るかについてみ る。

全体 では,そ の選択の比率は,ほ ぼ同 じである。

これを専用線の設置,非 設置企業 別でみ ると,専 用線設置企業 の66.3

%は 海底 ケーブルを 希望 しているのに 対 して,非 設置企業では,逆 に

69.3%が 衛星回線の利用を希望 している(H-2-3-8図 参照)。
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1【-2-3-8図 専用線の回線の種類に対する希望

衛 星 海底ケーブル

専用線設置企業

専用線非設置企業

161社(33・ ・%)

95社(693%) 42社(30.7%)

全 企 業 156社(49.1%) ……鋤15醐 ………・iii……、1

一
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郵政省調査による。

(衛星回線 と海底 ケーブルの特微)

衛星回線 と海底 ケーブル の特 徴を利用者 の立場か らみ ると,信 頼性は

両者 ともに高い。

回線選考の基準 とな ってい る大 きな要因は,衛 星回線の利用 の場合生

じる伝送遅延である。

「電話での遅延は問題 である。」(銀 行A社),「 高速符号品 目に よる複

合 ネ ットワークを作 る可能性があるが,そ の際,衛 星回線 の遅れは大 き

な問題 である。」(電 気機器製造B社)と い った ように,電 話における会

話の不 自然 さ,メ ッセージ交換の多いTSS(タ イムシェア リングシス

テ ム)に よるデータ伝送の効率 の低下が指摘 され ている。

したが って,専 用 線を既に設置 して いる企業 の多 くは,光 ファイバを

利用 した大容量 の海底 ケーブルが建設 され ることを前提に,現 行では,

海底 ケープルを選考 していると思われ る。

他方,衛 星通信は,多 地点間の通信 回線を弾力的,容 易に設定で きる

ため,多 地点に同 じメ ッセージを送る場合に有効である。 また,災 害時
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に お け る回 線 確保 の容 易 さな どの 優れ た特 徴 を有 して い る。

したが って,今 後 と も,利 用 者 の ニー ズ とそれ ぞ れ の特 徴 を生 か した

形 で,衛 星 回 線 と海 底 ケ ー ブルに つ い てそ の進 展 が 図 られ る こ とが 望 ま

れ る。

(6)ニ ュー メデ ィア等 の 利用 意 向

(二"一 メデ ィア の利 用意 向)

全 企 業 につ い て み る と,電 子 メール(48.6%),G4フ ァ クシ ミ リ

(41.3%),テ レテ ックス(39.7%),テ レ ビ会議(15.1%),ビ デ オ テ ッ

皿一2-3-9図 利用ニューメディア
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クス(8.1%)の 順 に な って い る(H-2-3-9図 参 照)。

本 邦 企業 に限 って み る と,G4フ ァ ク シ ミ リの利 用 検討 比 率(46.0%)

が 最 も高 く,電 子 メール(43.1%),テ レテ ッ クス(42.5%)の 順 とな

っ てい る。 また,外 資 系 企 業 で み る と,電 子 メー ル(61.8%),テ レテ

ッ クス(32.3%),G4フ ァ クシ ミリ(30.1%)の 順 とな って い る。

1【-2-3-10図 国際第二種電気通信事業者に希望するサービス
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(国際第二種電気通信事 業者に希望す るサー ビス)

国際第二種電気通信事業者に対 しては,種 々のサ ービス形態での提供

が希望されているが,全 体 では,フ ァクシ ミリ専用通信網(57.3%)の

利用意 向が最 も高 くな っている(H-2-3-10図 参照)。

これは,フ ァクシ ミリ自体 の需要が大幅に伸びていることと同時 に,

「公衆 フ ァクシ ミリでは 目的地以外の相手に届 く可能性があるため情報

の機密保持 のため。」(電 気機器製造業A社)等 によるもの と思われる。

また,電 子 メール(33.7%)の 利用意 向が高 いのは,「 外国,特 に米

国企業が既に この設備を持 ってい るため。」(電 気機器製造業B社)等 に

よるもの と思われ る。

その他,全 企業 の16.6%が 利用 しない と考 えていることが特徴的であ

る。

(7)通 信 メデ ィ7別 の需要の変化

料金の値下げ に伴 う通信需要 の変化を メデ ィア別にみ る。

最 も通信需要の増加す るメデ ィアは,フ ァクシ ミリであ り,値 下げ の

どの段階において も,最 も高 くなっている(H-2-3-11図 参照)。

次 に需要の増加す る率が高いのは,ク ー リエであ り,ど の値下げ段階

においても2番 目に高 くなっている。

一方 ,電 報,テ レックスは,30%の 値下げで も現在以上 の増加は期待

で きないこ とが分か る。

また,値 下げ率 の拡大 に伴 う各 メデ ィアの伸び率 を見るため,値 下げ

率10%の 値か ら30%の 値へ の伸び率をみ ると,増 加傾 向の大 きい順 に電

話(116.0%),ク ー リエ(114.9%),フ ァクシ ミリ(114.4%)と な っ

てお り,価 格の弾力性が高 いことが分か る。逆に,一 番低 い の は 電 報

(104.0%)で ある。
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皿一2-3-11図 料金値下げに伴う通信需要の変化
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2-3-2国 際化を支 える国際通信

今後,ま す ます緊密化 し,有 機的に結合す る国際化社会の 進 展 に 伴

い,国 際通信は,そ の中枢 神経 として,一 層重要 な役割を果 たす ことと

な る。

したが って,我 が国の国際通信 に関 しては,国 際協力等を通 じた世界

的 な協調 と国際競争力 の確 保が重要であ る。

(1)国 際電気通信分野での競争の展開

国際通信事 業は,国 際間での協 同事業である とともに,世 界的規模で
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競争が行われている。特 に,近 年 では各国 とも電気通信事業を戦略的な

産業 として位置付けてお り,国 際間での競争が激 しくなる傾向にあ る。

この意味において,国 際通信事業は,国 内で完結す る国内通信事業 とは

異な る側面を有 してい る。

(国際間での競争)

これまで,国 内では独占体制で運営 されてきた第一種 国際電気通信事

業 も,国 際間では早 くか ら競争体制下におかれて きた。

国際間の競争の典型的な例 として,通 信セ ンターをどの国に設置す る

か とい うこ とがある(H-2-3-12図 参照)。

例 えば,我 が国の利用者 が他国に通信 センターを設置 した場合,ト ラ

皿一2-3-12図 国際第一種電気通信事業における国際間競争の概念図
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ヒ ックの大部分は,他 国経 由で送受 されるこ とにな る。 この場合,利 用

者の通 信セ ンターが国内に設置 されている場合に比べ ると,我 が国の国

際電気 通信事業 の規模 が縮小す ることを意味す る。

また,欧 州や大洋州では,各 国間の料金格差やサ ー ビス水準,内 容等

を利用 した転電業者に よ り,各 国間 の競争が激 しくなって いる。

この よ うな国際間での競争は,今 後 とも活発化す るこ とが 予 想 さ れ

る。

(国内における競争)

国内第一種電気通信分野 におい ては,新 事業者は,実 質的には市 内回

線部分をNTTに 依存 しなければな らないな ど,NTTと 新事業者は,

必ず しも対等 に競争 しうる現状 にない。

一方 ,国 際第一種電気通信分野 では,新 事 業者 は,KDDの 所有する

国際電気通信回線設備 に依存す る ことな く,自 らが手当 した設備 を通 じ

てサー ビスの提供が可能であ る。 この点,国 内電気通信市場 と性格 を異

に している。

したが って,国 際電気通信市場 では,よ り一層,公 正かつ有効な競争

の展開 とそれに よる通信料金全般 の低廉化 やサー ビスの高度化 ・多様化

が進む こ とが期待 され る。

ぐ国際競争力の確保)

我が国 の国際電気通信分 野は,今 後,国 内的にはも とよ り国際的にも

一 層の競争の展開が予想 され る
。

我が国が世 界の情報拠点 とな り,引 き続 き発展 してい くためには,国

際交流の神経網 ともい うべ き国際電気通信において,今 後 とも国際競争

力を確保す ることが重要であ る。

国際電気通信分野 におけ る競争 力を確保するためには,よ り一層の経

営努力 ・技術 開発等に よる料金の低廉化や信頼性 の向上等が 求 め られ
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る。

また,先 の調査結果 において も通信量増加の理 由は,サ ー ビスの利用

方法 の改善 による ものが最 も多 いことか ら,国 際電気通信分野ではサー

ビスの改善 を通 じて市場 自体の拡大 も図 られ る。

以上の ように,国 際電気通信事業者相互間での競争は,利 用者 の一一

ズに一層 こたえ ることに より,潜 在的な需要の発掘につ なが り,国 際電

気通信市場 の拡大につ なが る効果 も期待 される。

(2)国 際電気通信分野への期待

国際通信需要 は,社 会 ・経済 の国際化 に伴 って,今 後 ともます ます増

大す ることが予 想され る。 また,企 業を中心 とす る利用者 の国際通信へ

の要望は,今 までにもまして高度化 ・多様化す ることが予想 され る。

国際電気通信分野への期待を示す もの といえ る企業におけ る国際電気

通信事業者 の選択基準 についてみ る。

全企業 では,通 信料金の安 さが一位 となってお り,以 下,回 線品質 の

良さ,信 頼性の高さ とな っている(H-2-3-13図 参照)。

ここで特徴的 なのは,専 用線設置企業では,回 線品質 の良 さが通信料

金 の安 さよ りも重要な選択基準 とな ってい るこ とである。 また,信 頼性

の高 さ,こ れ までの実績,コ ンサルタ ン ト体制 の良 さ等が全企業に比べ

て高い数値 となっている。

業種別では,銀 行 ・証券,商 社等で,信 頼性 の高 さ,回 線品質を求 め

る企業が多い。 これは,国 際通信が外国通信事業者 と協 同 して提供 され

るため,回 線故障時等 の対 応が国 内通信 とは異な り難 しく,品 質やサ ー

ビス水準 の確 保が一層求め られ るためである。特 に 「金融機関では,最

近,通 信費の制限がな くなる傾向にある。」(証 券業A社)と いった意見

がみ られ,ソ フ トを含めた ネ ットワーク水準が事業者に対する重要 な選

択基準 となっている ことが分か る。
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したが って,国 際電気通 信分野 においては,そ れが 国際 交流の基盤で

あ るとい う認識 の下に,多 面 にお いて競争を展 開 し,コ ス トの引下げや

安全性,信 頼性をは じめ とす るサ ー ビス水準 の確保 ・向上に努め る必要

が ある。

(3)国 際協 力の必要性

(国際機関 での協力)

各分野における国際間の協 力体制 の確立に よ り,通 信 も必然的 に国際
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的な システム化 の必要性が高 まる。 これ らシステムの実現には,前 述 の

ように異 なる政策を とる各 国間において,料 金,運 用,技 術等 の問題 に

関 し,調 整 と標準化が よ り一層必要 とな る。 また,希 少な資源である電

波周波数や衛星静止軌道 の合理的かつ公平な利用 を図るためにも,国 際

協力は必要不可欠な条件である。

そのための各国の利害関 係の調整には,よ り広範 で積極的 な国際協調

が必要であるため,こ の ような目的のために設立 され てい る国際機関 で

あるITU,イ ンテルサ ッ ト,イ ンマルサ ット等へ我が国 としても一層

の協力を行 うこととしている。

(開発途上国へ の協力)

国際電気通信は,す べての国が世界通信網 の不可分 の要素 をな してい

るため,世 界的 な規模における緊密な国際協 力が必要である。

国際的 な通信 システムが有効に機能す るためには,各 国の通信技術が

一定 の水準に到達 していなけれぽ ,そ の効果 は十分 なものが望めない。

そのため,開 発途上国に対す る通信 システムの面での協力体制が重要で

ある。

とりわけ,開 発途上国に対す る電気通信技術等の協力活動は,経 済,

社会,文 化活動等 の相互の国家連帯 を強め る うえで も有益である。そ し

て,こ の ような技術的協力活動は開発途上国ばか りでな く,世 界全体 の

国際通信サ ービスの改善強化 とな って結実す ることにもな る。

したが って,我 が国 としても,そ れぞれの国の事情 に適合 した,新 し

い技術開発等適切 な協力を一層進 める必要がある。

(4)国 際郵便

国際郵便の利用は,大 幅 な伸びをみせ る国際電気 通信 とは異 な り,微

減傾向にある。

これは,「 全体的に郵便か ら電気通信に移行 している」(電 気機器製造
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A社)と い う一般的な傾 向か ら,「 クー リエは 顧客への資料送付 に使用

している。国際郵便 と比較す るとスピー ドと信頼性の面で優 れている。」

(証券会社B社)等 の理由に よるもの と思われ る。

国際郵便事業 も,国 際電気通 信事業 と同様,国 家間での協 力事業であ

るため,相 互 的にサ ー ビスの改善 が図 られなければ トータルなサー ビス

品質の改善に結び付かない。

したが って,国 内的には,今 後 も引 き続 き料金の低廉化 を図 ってい く

とともに,安 全性,信 頼性,ス ピー ド等に対す る要 望に こたえるべ く,

国際 ビジネス郵便の取扱 国の拡大や取扱手続 の簡素化等サ ー ビスの改善

を図 ってい くこととしてい る。

同時に,UPU等 を通 じた各国 との協調や国際協 力に よ り,世 界的規

模でのサー ビスの一層の多用化 ・合理化を図 る必要 がある。

我が国 としても,こ の面 での協力を一層進 める こととしてい る。

(5)国 際通信の高度化 ・多様化に向けて

我が 国は,も はや経済 ・社会等 のあ らゆ る局面 において,国 際的 な情

報活動 をぬ きに しては成立 し得ない。

したが って,今 後 は通信事業のサ ービス水準 の向上や料金全般 の低廉

化 に よ り,利 用者 の高度化 ・多様化する ニーズに的確に こたえ る必要が

ある。

また,単 に各国か らの情報の収集 に とどまらず,我 が国か ら世界各国

に対す る情報 の提供面で も,我 が国全体 として,一 層の努 力を行 い,世

界的な情報拠点 とな って国際社会 に貢献す る必要 がある。

この意味で も,我 が国は,国 際通信分野での高度化 ・多様化を進め,

国際競争 力を確保す ることが必要 であ る。


